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第１章 研究の背景と方法 

1.1 問題意識 

経営学は社会科学の領域にあり，常に変化する環境に置かれた企業や組織体のあり方や行

動原理について，さまざまなパースペクティブから，その本質をあきらかにすることを目的

としている．そして，そこで語られる理論や命題は，実際の企業活動の場などで応用される

ことによって実践的な価値を創出するといった，応用科学としての側面も備えている．経営

戦略の分野においても，あらたな戦略理論や戦略命題を導出することを目的に，数多くの研

究者によって事例研究がおこなわれている．これらの事例研究は一般に，一つもしくは複数

の事例を対象として，そこから帰納的に戦略理論や戦略理論が提示する言明であるところの

戦略命題を導出しようとするものである．富永 (1966) によれば，この作業は事実の確定，

概念化，説明の論理，モデルの設計，仮説の検証，という一連の「一般化」の手続きを要求

する．この過程においては，事例を概念と論理の世界（記号の世界）に変換し，その概念と

論理を用いて事例を矛盾なく説明できるかを検証する作業が循環的におこなわれることにな

る．そして，経営学を含む社会科学においては，事例が高度に非同質的かつ流動的であると

いう事情によって，戦略理論や戦略命題に一般性を持たせることが困難となっているという

のである．このような事情によって，一般に経営戦略命題 𝑇(𝑥) は，「∃𝑥(𝑃(𝑥)^𝑄(𝑥))：ある

環境条件 𝑃(𝑥) の下で 𝑄(𝑥) が成立する場合がある」ということを示すにとどまるのであ

る．このことは，戦略理論構築の手法として主流となっている事例研究が帰納的手法である

ために，導出された戦略命題は事例に依存する特殊解であるということを意味している． 

この課題にたいして，Eisenhardt (1989b) は，既存命題の反証をとりいれた手法をもちい

ている．仮説を検証する方法として，いくつかの事例分析の結果を示すことによって，肯定

的に仮説を検証するのではなく，仮説と対立する既存理論や提言にたいして，事例分析の結

果をもちいることによって反証するという手法をとっている．反証を示すことによって，既

存理論や命題の条件設定が間違っていることをあきらかにしたうえで，条件を細分化して仮

説検証をおこない，仮説を肯定する条件のアンドをとることによって，仮説の成立条件を決

定しているのである．この作業によって，仮説が成立する条件は狭められていくが，その一

方で仮説の信頼性は高まっていくのである．また，Eisenhardt and Graebner (2007) は，

事例分析から導出された戦略命題は特殊解であるという課題を，事例研究が内包する根源的

な課題として指摘したうえで，理論検証を目的とした手法として，９ステップからなる事例
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分析手法を提案している．Eisenhardtらが重視しているのは，検証可能な理論を導出する事

であり，理論の一般化に向けた取り組みであると解釈することができる． 

Welch, Piekkari, Plakoyiannaki, and Paavilainen-Mäntymäki (2011) は，事例研究を理

帰納的理論構築，解釈的査察，自然実験，文脈解説の４つに分類をおこなったうえで，多数

を占める帰納的手法に頼った理論構築の厳密性に関する限界を指摘している．そして，その

限界を超えて，事例研究によってより精緻な理論構築を実現するために，対象とする事例に

存在する因果関係についての深い分析や，事例全体の文脈を重視した解釈といった，これま

で対立すると考えられていた２つの分析軸を両立する多元的なアプローチの有効性を主張し

ている．これは，Eisenhardt (1989a) が主張する，文脈を重視した理論構築の手順に沿った

主張であり，事例研究から理論構築をおこなう際の厳密性，一般性を高めることを目的とし

た方法論である． 

Eisenhardt やWelchらの研究はいずれも，事例研究という方法論に一定の科学的正当性

をもたせることを目的としている．しかし，事例をあつかうという点において，存在しない

事例はあつかえないという根源的な課題を解決することは難しく，事例としてあつかえる対

象が存在するという制限の中で，研究対象を選ばなければならない． 

企業にとって，戦略理論や戦略命題を活用するに際して生じる課題の一つは，既存の戦略

理論や戦略命題を，どのようにして自社を取り巻く環境に対応させ，自社の経営戦略を策定

すべきか，という方法論が確立されていないことである．企業の事業責任者が経営戦略命題

を取り扱うにあたっては，自社の置かれた環境を考慮して，命題を翻訳する作業が必要とさ

れる．つまり，特殊解である経営戦略命題を何らかの方法論によって一般化し，それをさら

に自社の置かれた環境に適合した行動原理として特殊化することが求められるのである．な

ぜなら，経営戦略命題を導出する基となった事例は，自社が置かれた環境とまったく同一で

ある可能性はほとんどありえないからである．つまり，自社を取り巻く環境条件の中で，

∀𝑥(𝑅(𝑥) → 𝑄(𝑥)) となる制約条件 𝑅(𝑥) を見出すことが求められるのである．これは，与え

られた戦略命題は 𝑇(𝑥) を精緻化することに他ならない．精緻化作業をおこなうことによっ

て，経営戦略命題 𝑇(𝑥) が成立し得る範囲は限定されることになる．その一方で，経営戦略

命題 𝑇(𝑥) の有効性は向上するのである． 

与えられた戦略命題を精緻化するには，富永 (1966) が指摘する，事実の確定，概念化，

説明の論理，モデルの設計，仮説の検証，という一連の思考サイクルを必要とする．しか

し，その作業の方法論については十分に研究されているとはいえず，定型の手法やツールは
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存在していない．そのために，戦略命題の精緻化作業は，作業者がもつ属人的な能力や知

識，過去の業務経験に大きく依存することになる．その帰結として，同じ企業に所属する事

業責任者が，まったく相反する行動原理を抽出するといったことが当然起こりえる．実際

に，Burgelman (2002) は，その膨大なインテルの経営幹部へのインタビューや内部資料調

査を基に，インテルがMPU事業を推進するためには PC市場に参入すべきという意見と，

PC市場に参入すべきではないという，相互に対立する意見がインテルの経営幹部からあっ

たことを指摘している．結果的にインテルは PC市場に参入しなかったが，インテルに限ら

ず，なぜ企業には相反する二つの意見が同時に存在するのであろうか．そして，もし互いに

対立する中から選択しなかった意見を採用していたとすれば，どうなっていたであろうか．

たとえば，インテルが PC事業に参入していたとすれば，それはどのような結果をインテル

にもたらしたであろうか．これらの疑問に対して，どれだけ数多くの事例分析をおこなった

としても明確な解答を与えることは難しい．なぜなら，事例分析は実際に過去にあった事例

を分析する手法であり，存在しなかった事例を分析することはできないからである．仮に，

これらの問いに対して，類似した事例分析から得た知見から演繹的になんらかの解答を用意

したとしても，その解答の真偽を判定する術がない．つまり，そこには反証可能性が欠如し

ており，科学的合理性を有する解答とはいえない．どれだけ根拠を並べたとしても推測の域

を越えるものではなく，その正当性を議論する意味がないのである． 

一方で，事例分析から帰納的に導かれた戦略理論や戦略命題が，しばしば事業責任者に戦

略上の有効な示唆や，行動指針を提供することがあることも事実である．帰納的に導出され

た戦略理論や戦略命題が，一定の有効性をもっていればよしとする立場をとるのであれば，

これ以上の議論は必要がない．しかし，戦略理論や戦略命題の有効性を少しでも向上させよ

うとすること，つまり，事例分析から得られた戦略理論や戦略命題を精緻化することは，事

例分析の研究手法としての有効性を高めるとともに，実際の企業における戦略策定に貢献す

るという点で，実学的にも十分に意味のあることである． 

事例分析に関して，長瀬 (1996) は次に示す要因によって，反証可能性がかなり限定的に

ならざるを得ないことを指摘している．異なる研究者がまったく同一の情報を分析対象とし

て入手することが困難であるということが第一の指摘である．調査期間のずれや調査対象者

の回答の揺れなどから，異なる研究者が分析材料として入手する情報に違いが生じる可能性

が高いことをその理由としてあげている．第二に，同一の対象事例から複数の研究者が異な

る主張を導出した場合，そのいずれが正しいのかを論理的に判断できる方法がないことを指
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摘している．そして，反証可能性をもった手法として，実験的研究方略を提案している．実

験的研究方略とは，仮説を操作可能な変数として事例モデルに組込み，実験参加者の意思決

定に基づいて操作し，得られた結果について解釈をする手法である．仮説を操作可能な形で

提出し，独立変数と従属変数が明らかにすること，条件統制，操作がされていることによっ

て，一定の反証可能性，つまり異なる実験者による再現性が確保されている．また，結果と

しての出力を統計的に処理することが可能であることも，実験的研究方略の重要な長所とし

て指摘している．一方で，実験的研究方略は，大規模な実験や複雑な条件統制が困難であ

り，実験室環境と現場環境の違いが意思決定に影響を及ぼす可能性があるなどの短所がある

ことも指摘している．そのうえで，実験的方略を事例分析などの手法と相互補完的に利用す

ることが有効であるとしている．長瀬 (1996) は，事例分析がもつ手法としての限界を認識

しつつ，それを超える手法として，たとえば実験的方略などと組み合わせて利用することが

有効であると指摘しているのである． 

企業が次に直面する課題は，策定した経営戦略を実際に実行するまで，それが本当に有効

なのか，最適戦略といえるのか，というようなことがわからないことである．経営戦略に関

する理論や命題を基に，事業責任者がみずからの行動原理として具体的なオペレーションに

落とし込むことは容易な作業ではない．なぜならば，経営戦略は一般的に定性的な意思決定

であり，定量的に指示可能なオペレーション戦略とは性質が異なるためである．つまり，経

営戦略としての意思決定が，オペレーションの結果にどのような影響を及ぼすかという，定

量的な分析をおこなう方法論が確立されていないのである．言い換えるならば，企業を取り

巻く環境の変化にたいして，戦略がおよぼす影響を動的に評価しうる手法が確立されていな

いということであり，戦略論の動学化に関する検討が不十分であるということである．たと

えば，投資に関する意思決定をとりあげてみても，いつ，どこの分野に，どれだけの投資を

おこなうべきか，ということを判断しなければならない．しかし，事業責任者は自身の判断

を実行する前に，それが正しい決定であったかどうかを知る術をもたないのである．言い換

えるならば，戦略の実行条件を変化させた場合に，それがどのような影響をもたらすのかを

定量的に把握することができないのである．戦略の有効性を評価するためには特定の平衡状

態を想定しなければならず，動的に環境が変化する非平衡状態の下で戦略の有効性を評価す

るためには，無数に平衡状態を切り出して評価しなければならないのである．そして，それ

は現実には不可能である．経営戦略の有効性を実行以前に評価しようとするならば，平衡状

態における戦略評価に代わる，非平衡状態を前提とした戦略の動的評価，つまり戦略を動学
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化する方法論が必要とされるのである． 

戦略を動学化するためには，その対象となる企業の活動を，操作可能な構造体としてモデ

ル化しなければならない．企業の活動は，複数の要素から構成される非線形な特性をもつ全

体事象である．たとえば，投資を２倍，３倍に増やすと，売り上げや利益がそれに比例して

増えるといった性質のものではない．そのような企業活動にたいして経営戦略を策定するた

めには，企業活動に対する総合的な視点が必要である．つまり，企業活動を構成する主要な

要素がもつ機能と，それら要素間の相互作用を理解しつつ全体を俯瞰し，個々の要素の変動

が全体事象にどのような影響をおよぼすのかということを理解しなければならない．しか

し，人の思考プロセスは一般に逐次的であり，非線形な事象を正確に理解することは難し

い．個々の要素の特性を記述し，次に要素間の関係を記述することによって全体を理解する

といった，従来の思考アプローチでは，数多くの断片的な情報を組み合わせて理解すること

が求められ，全体像を俯瞰して理解することは難しい． 

 

1.2 プラットフォーム戦略 

近年，経営戦略をプラットフォーム論の観点から捉えた研究が活発におこなわれている．

企業と外部環境の関係性という観点から経営戦略を評価しようとするものであり，動植物の

食物連鎖や物質循環といった，生物群の循環系生態系をあらわすエコシステムのアナロジー

を経営戦略研究の領域に導入した，Moore (1996) が「エコシステム」として提唱する概念

の中で，イノベーションを創造していこうとするものである．たとえば，Cusumano (2010) 

は，環境変化が著しい現代社会における経営戦略について，企業が存続するために考えるべ

き６つの視点をあげており，その冒頭にプラットフォームとしての視点を持つことの重要性

を指摘している．製品やサービスを開発する企業は，それぞれの企業が単独で競争に臨むの

ではなく，補完的な製品やサービスを提供する企業を増やすことが重要であり，それら企業

とともに産業プラットフォーム形成し，プラットフォーム・リーダーとなることが重要であ

ると述べている．また，Iansiti and Levien (2004) は，エコシステムのバリューチェーンに

おいて，代替不可能なキーストーン企業となることの重要性を述べている．エコシステムの

中で独占的に利益を得るのではなく，エコシステムに参加する企業全体が利益を得ることに

よって，エコシステムの成長を促すという好循環をつくりあげ，キーストーン企業としてエ

コシステムをコントロールして，自社利益を継続的かつ安定的に確保していくべきであると
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いうのがその主張である． 

Cusumanoらが対象としているプラットフォームとは，複数の種類の製品の共通基盤とな

るモジュールや部品を示す，いわゆる製品プラットフォームではなく，その製品が創出する

価値を補完する外部補完事業者が存在する，ビジネス・プラットフォームのことである．こ

れは，Gawer and Cusumano (2013) が，『外部的プラットフォームもしくは産業プラットフ

ォーム』として分類するプラットフォームであり，「ひとつもしくは複数の企業によって製品

やサービス，技術が開発され，それらは特定の製品や関連サービス，または部品技術の形で

提供されることによって，さらに多くの会社がさらに補完的なイノベーションを構築するこ

とができる基盤」と定義している．そして，『外部プラットフォームもしくは産業プラットフ

ォーム』を単なる製品プラットフォームと区別する特徴的な要因として，ネットワーク効果

とマルチサイド市場の２つをあげている．つまり，『外部プラットフォームもしくは産業プラ

ットフォーム（以降は単にプラットフォームと記す）』をモデル化する際には，ネットワーク

効果とマルチサイド市場が，概念として導入されていなければならないのである．この定義

にしたがえば，Microsoft Windowsと Linuxオペレーティングシステム，Intelと ARMの

マイクロプロセッサ，Appleの iOS，iTunes, Apple App Storeとともに存在する iPod，

iPhone，iPad，スマートフォンのための Googleの検索エンジンと Android OS，Facebook

や LinkedIn，Twitterなどのソーシャルネットワークサイト，ビデオゲームのコンソール，

そしてインターネット，マイクロペイメントに対するクレジットカードやデビットカードな

どもプラットフォームとしてとらえることができるのである (Gawer and Henderson, 

2007)． 

ネットワーク効果は市場におけるユーザー数やシェアによって，定式化することが可能で

ある．また，マルチサイド市場について，Eisenmann, Parker and Van Alstyne (2006, 2011) は，

２つ以上の異なる市場に存在する製品やサービスの間に，間接ネットワーク効果がはたらく

ことをその特徴としてあげている．つまり，プラットフォームを一般化したモデルは，以下

の２つの条件を満足することが求められる． 

（１） モデルの内部に複数の独立した市場が存在し，それぞれの市場内部では企業間競争

がはたらく． 

（２） それぞれの市場間には間接ネットワーク効果がはたらく． 

 

Cusumano (2010) と Iansiti and Levien (2004) のアプローチには共通する点が多い．い
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ずれも企業の活動を他企業との関係性という文脈の中でとらえ，win-winの関係を構築しつ

つプラットフォームやエコシステム全体を反映させることが重要であるという視点で，ある

べき戦略を考えようとしているのである．そのためには，単に自社のポジションやリソース

を観察するだけでは情報が不足している．自社の戦略がプラットフォームやエコシステムに

どのような影響をおよぼし，それが自社にどのようなフィードバックをもたらすのかといっ

た情報が必要となるのである．そして，プラットフォーム企業が，他社との関係の中で戦略

を考えるときに考慮すべき視点として，Gawer and Cusumano (2002) は，「企業の範囲」

「製品化技術」「外部補完事業者との関係」「内部組織」という分析軸からなる，「４つのレバ

ー」という分析フレームワークを提唱している．プラットフォームを繁栄させるためには，

外部補完事業者が補完的イノベーションをおこすためのインセンティブを与えることが重要

であり，そのためにプラットフォーム企業は「４つのレバー」の視点で戦略を考えることが

重要であると指摘しているのである． 

Porter and Heppelmann (2014) は，IoT社会の特徴として，スマート・コネクティッド

とよぶ機能によって製品やサービスが繋がり，それまではまったく接点のなかった事業が結

びついてあたらしい産業プラットフォームが出現することをあげている．そして，その産業

プラットフォームにおける競争構造や収益性を理解するためには，スマート・コネクティッ

ドが産業プラットフォームにおよぼす影響を正しく把握しなければならないとしており，そ

のためには従来どおりにファイブフォース分析をもちいることが有効であるとしている．

Van Alstyne, Parker and Choudary (2016) は，従来のバリューチェーンに依拠したパイプ

ライン型事業と，プラットフォーム型事業のそれぞれがとるべき戦略についての違いをネッ

トワーク効果の観点から分析している．パイプライン型事業では，バリューチェーン全体の

中で創出される総価値を各ステークホルダー（売り手とか買い手とか）と分配する中で，ど

のように自社の取り分を最大化するのか，という視点で戦略を考える．それにたいして，プ

ラットフォーム型事業では，プラットフォーマーは，補完製品事業者や購入者（ファイブフ

ォース分析における売り手・買い手）がネットワーク効果を高めようとするモチベーション

を与えることを考え，プラットフォームが創出する総価値そのものを増やしていくというこ

とに主眼を置く戦略をとるべきである，と主張している．そして，プラットフォームにおけ

る競争構造や収益性を理解するためにファイブフォース分析を適用することにたいし，その

一定の価値は認めつつも，ネットワーク効果の効能を見落としてしまう可能性があることか

ら，誤った戦略を採用しかねないという危険性があることを指摘している．売り手や買い手
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は，価値の分配について競合する相手ではなく，むしろ価値を増加させるためのパートナー

と見なすべきであるというのがその根拠である． 

上に既述した研究を含め，先行研究の多くがネットワーク効果やポジショニングに重点を

置いて，いかにプラットフォーム全体をコントロールするべきかということの重要性につい

て述べている．立本 (2017) はこれらの先行研究について，いずれも事例研究と理論研究が

そのほとんどであり，定量的な実証研究がほとんどおこなわれていないことを問題として指

摘している．そして，半導体製造装置産業を事例としてとりあげ，ハブへのポジショニング

やオープン標準などを戦略として考慮することが効果的であることを回帰分析によって実証

している．市場間にネットワーク効果が生じれば，ハブにポジションをとることが有利には

たらき，市場成果を上げやすくなるとしている．つまり，ネットワーク効果が高まれば，ハ

ブに位置することの有利さが増し，業績にとってプラスの影響があることを示している． 

立本 (2017) の研究は，定量的データを基にして，これまでの先行研究が提供する理論や

提言を実証するものである．しかし，戦略の有効性を定量的に示すものではない．また，著

者自身が述べているように，半導体製造装置産業を対象とした戦略行動分析によってえられ

た知見は，他の多くの産業分野にたいしても適用可能であろうとしつつも，推測にとどまら

ざるをえないのである．  

 

1.3 ゲーミング 

逐次性を極力排除し，全体事象をシステマティックに表現する手法のひとつとして，Duke 

(1974) は抽象化と構造化によるゲーミングをあげている．対象とする事象と，その全体シス

テムに影響を与える要素を体系的にゲームへ組み込むことを前提に，個別に分析・抽象化

し，構造化する．この構造化されたモデルから，ゲーミングの参加者は全体事象に対する洞

察を得ることが可能となると指摘している．つまり，ゲーミングとは，ある全体事象につい

て複数の観察者が個々にその特性を理解し，その理解を共有し評価することを可能にする言

語としての機能をもつということである． 

Greenwald and Kahn (2012) もまた，複数の要素が複雑に絡み合う全体的事象として企業活動

を捉えている．比較的単純な状況の競争戦略をゲーム論的に整理する一方で，人間によるゲ

ーミングによって，不確実で複雑な状況におけるビジネスの「シナリオ」を描きだせる有用

性と可能性を指摘している．つまり，戦略として考えることのできるすべての選択肢を洗い
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出して検討するのではなく，ゲーミングのプロセスにおける，意思決定や行動の経過記録と

してシナリオをとらえることによって，無意味な組み合わせを排除し，検討に値する意味の

ある結果を生むことができる可能性について述べている．動的に変化するビジネス・プラッ

トフォームのような，複雑で進化的特徴を持つ競争状況に対して，単純化した数理モデルで

は見落とされる可能性があるパラメータやシナリオを取り出そうというものである．しか

し，どのようにゲーミングを利用してシナリオ抽出すべきか，という具体的な方法論には言

及しておらず，事業戦略設計におけるゲーミングの可能性を提示するにとどまっている． 

Greenblat (1994) は，ゲーミングはシミュレーション設計者が仮定した人々の反応ではな

く，実際に人々がどのように反応するかを知る機会を与えてくれると指摘している．シミュ

レーション技法が，構造の比較的単純な競争状況および紛争状況をモデリングするのに適し

ているのに対して，ゲーミングは，現実の状況に特有の多元的な複雑性を導入し，理解する

ことが可能になる，と述べている．つまり，さまざまな性質をもった構成要素が組み合わさ

れた既知の構造からなる全体事象が，どのような変化をする可能性があるのかという結果に

重点を置いたのがシミュレーション技法であり，結果に至るプロセスとその理解に重点を置

いたのがゲーミングであると解釈できる．新井・出口・兼田・加藤・中村 (1998) は，設計者

あるいは研究者の立場からみれば，実験の再現性という，もともと予想される結果の追認よ

り，設計者の予想を超えたゲーミングによる創発効果，あるいは結果の多様性とその解釈の

営みを評価すべきであると指摘している．また，菱山 (2014) は，ゲーミングはロールプレイ

を利用したマルチエージェントシミュレーションの一形態であるとして，マルチエージェン

トとして人の参加を得ることによって，新たな相互作用に関する知見が得られる可能性があ

るとしている．これらゲーミングに関するこれまでの先行研究は，ゲーミングという手法が

参加者に総体的事象を直感的に理解させることを可能にし，共通認識を構築するための，い

わゆる Duke (1974) が指摘するところの言語としての役割を果たしていることを示している．

そして，ゲーミングを実行することによって得られる結果そのものよりも，その過程や結果

の解釈における創発的な発見が重要であると主張している．このように，ヒューリスティッ

クなアプローチを可能にする点は，ゲーミングがもつ重要な特性である．特に，対象となる

事象の内部メカニズムを精緻に理解しなくても，その内部で生じる反応を理解したり，あら

たな気づきをもたらせたりするという点において，ゲーミングは学習ツール，もしくは教育

ツールとして高い評価を得ているのである． 

その反面，分析手法としてゲーミングをとらえた場合には，その特性が短所となる．つま
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り，参加者による意思決定という入力変数が，出力に対してどのように影響しているのかを

個別に分析することが難しいのである．原因である入力と，結果である出力との関係をあき

らかにしようとする場合，他の条件が一定な環境下で入力変数の設定を変えた，いわゆる感

度分析をおこなう必要がある．しかし，人が参加するゲーミングでは，十分な回数を実行す

ることが現実的には困難である． 

一方で，人が介在しないコンピュータ・シミュレーションは，短時間に大量の演算を可能

にする．つまり，ゲーミングが不得意とする感度分析には適した手法である．しかし，コン

ピュータ・シミュレーションは膨大な処理が可能であるがゆえに，その大量の結果の中から

意味のある入力変数を見出し，それを現実の意思決定と結びつけて解釈することが難しいの

である． 

上述するように，ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションは，長所と短所が相互に

補完関係にあるとみなすことができる．これらをうまく併用することによって，両手法の長

所だけを取り出し，これまではゲーミングやコンピュータ・シミュレーション単体では取り

扱うことが難しかった対象について，あらたな情報が得られる可能性があると考えられる．

たとえば，この手法を経営戦略分析に適用すれば，従来の事例分析からは得られないような

情報が得られるかもしれない．事業責任者が自社事業にたいし，既存命題である 𝑇(𝑥) を適

用しようとする場合，自社を取り巻く環境に対応して，∀𝑥(𝑅(𝑥) → 𝑃(𝑥)) となる制約条件 

𝑅(𝑥) を見出す必要がある．これは，𝑃(𝑥) という命題を精緻化することにほかならず，その

ためには，∀𝑥(𝑅(𝑥) → 𝑃(𝑥)) という命題を評価することが可能な事例を必要とする．しか

し，実際に適合する事例を見出すことはそれほど容易なことではない．ゲーミングによって

仮想的に ∀𝑥(𝑅(𝑥) → 𝑃(𝑥)) を評価可能な事例を設計し，コンピュータ・シミュレーションに

よる感度分析を補完的にもちいた分析をおこなうことで，一定の反証可能性を維持しつつ，

仮想事例として評価することが可能になることが考えられるのである． 

シミュレーションによって仮想事例をあつかうためには，対象となる概念モデルを操作可

能な数理モデルに変換しなければならない．しかし，定性的な経営戦略に関する意思決定

を，外生変数としてそのまま定量的数理モデルに組み込むことは困難である．相互に関連す

る複数の要因からなる意思決定を数理モデルの外生変数とするためには，無数の組み合わせ

について検討しなければならない．しかし，それは天文学的な組み合わせの数になり，その

すべての結果を検証することは，高性能コンピューティング技術を用いたとしても現実的で

はない．これは，経営戦略分野にシミュレーションを適用することが難しい理由のひとつで
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ある． 

この課題を解決するためには，シミュレーションモデルにおける外生変数，つまり入力値

を定性的に選択可能としつつ，その定性的な決定がモデル内部で定量的な数値として変換さ

れる仕組みが必要なのである．この仕組みを設計する上でまず重要なことは，どのような分

析フレームワークで，なにを定性的に選択可能な外生変数とするかということである．つま

り，分析対象であるプラットフォームをどのような視点で分析するかということである．  

次に，モデルに一定の説明性をもたせることが重要である．定性的な入力がモデル内部の

演算によって定量値として出力されることになるが，これが実際の事例と合致していなけれ

ばならない．抽象化と構造化によってモデル設計が成立することから，実際の事例を完全に

再現することは困難である．仮に再現できたとしても，それがモデルの完全性を証明するこ

とにはならない．実際の事例において，戦略的な意思決定が，出力である事業結果にたいし

てどのような影響をどの程度与えたのか，という説明ができることが重要なのである．も

し，モデルが説明性をもたなければ，シミュレーションで扱う仮想事例は，根拠のない空想

事例に過ぎなくなる．つまり，実際の事例を説明できるように，内生変数のチューニングを

おこなうことが重要になるのである．ゲーミングモデルの妥当性について，兼田 (2005) 

は，現実の対象との関係でいえば準同型性が必要であるとしている．さらに，既知の性質を

モデル化した部分モデルの組み合わせによって大規模で複雑なモデルを構成する，構成的モ

デリングによるべきであるとしている．構成的モデリングであることにより，部分モデルを

変更したり，組み換えたりことにより，対象を説明できるようにすることが，モデルに反証

可能性をもたせる行為であるとしている．つまり，数理モデルとして設計される際の内生変

数の設定が既知の理論式から構成されており，なおかつ対象にたいする説明性を有すること

が，ゲーミングを科学的検証方法のひとつとして成立させる必要条件なのである． 

 

1.4 リサーチ・クエスチョン 

企業にとっての経営戦略とは，複数の要素から構成される全体事象であり，Duke (1974) 

や Greenblat (1994) が指摘するように，ゲーミングは戦略を評価・設計するという目的にた

いして，一定の効果をもつ．しかし，その具体的な方法論について彼らは言及していない．

そして，未だに具体的な方法論は確立されていないのが現状である． 

既存の戦略命題を精緻化することを目的としてゲーミングを適用しようとする場合，第一
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に，ゲーミングが抱える本質的な課題を理解したうえで，その課題によって発生する問題を

回避しうる手法を開発する必要がある．次に，企業経営に係る戦略的意思決定を外生変数

（入力値）として，定量的に比較可能な結果を出力として得るモデルを設計しなければなら

ない．そして，そのモデルは実際の事例にたいして，一定の説明性を有することを示さなけ

ればならない．最後に，上にあげたゲーミング手法とモデリング手法とを用い，戦略命題を

精緻化することを目的としたゲーミング手法を設計しなければならない． 

本研究では，次の３点をリサーチ・クエスチョンとして設定し，これらを検証することを

目的とする． 

1.4.1 RQ1：ゲーミングをもちいた経営戦略理論の動学化は可能か 

環境変化や時間経過にたいして，経営戦略の有効性がどのような影響を受けるかを評価す

るためには，経営戦略をスタティックに分析するのではなく，企業行動と市場の相互作用を

考慮した，ダイナミックな分析をすることが必要である．本研究では，経営戦略を動学化す

るために，ゲーミング手法を適用する．ゲーミングによって，さまざまな仮想的事例におけ

る戦略の有効性を評価することが可能になるが，その一方で，大規模な実験や複雑な条件統

制が困難であるという課題をもつ．また，入力値としての意思決定が，出力値としての結果

にどのような影響を与えているのかを定量的に理解することが難しい．これらの課題に対

し，コンピュータ・シミュレーションを感度分析として補完的に利用する手法を導入するこ

とによって，経営戦略を動学化し，戦略の評価・設計という側面で，有効な情報を引き出す

ことが可能であると考えられる． 

1.4.2 RQ2：仮想事例としてゲーミングモデルを設計することは可能か 

ビジネス・プラットフォームの構造を「内部に企業間競争を有する複数の市場から構成さ

れ，市場間には相互にネットワーク効果がはたらく」と定義し，Gawer and Cusumano 

(2002) が提案する４つのレバーを外生変数としたモデルを設計する．この定性的な経営戦略

を外生変数とする基本概念モデルを基に，実際の事例を数理モデル化することによって，実

際には存在しなかった仮想事例を扱うことを可能にし，ビジネス・プラットフォームにおけ

る経営戦略の有効性に関して，従来の事例分析よりも多くの情報を得ることが可能になると

考えられる．つまり，ゲーミングモデルによるシミュレーションを事例分析と並列にあつか

うことが可能となり，実際にあった事例から得られる知見以外にも，戦略的意思決定に関す

る示唆が得られることが想定される． 
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1.4.3 RQ3：ゲーミングを利用して命題の精緻化をおこなうことは可能か 

ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションを補完的に利用する RQ1の手法を RQ2の

モデルに適用する．それによって，経営戦略の有効性を仮想事例も含めて動学的に分析する

ことが可能になる．その結果，戦略命題の成立条件について比較検証することが可能にな

り，経営戦略を精緻化することが可能になると考えられる．横澤・辺・向井 (2013) は，方

法論としての事例分析は，その目的に対応して，理論検証と理論産出に分類することがで

き，自己の研究パラダイムに応じて，適切な分析プロセスを採用すべきであると主張してい

る．そして，Eisenhardt (1989a) は実証主義的立場をとっており，事例分析から導出される

結果はあくまでも命題もしくは仮説にとどまり，その後さらに経験的観察からさらに修正さ

れ新たな仮説としてさらに試験されるというサイクルによって理論が精緻化されていくプロ

セスをたどる，としている．つまり，𝑇(𝑥) = ∃𝑥(𝑃(𝑥)^𝑄(𝑥)) として与えられる命題にたいし

て，その命題の前提条件となる 𝑃(𝑥) を変更し，𝑃′(𝑥), 𝑃′′(𝑥)  とする仮想事例をゲーミング

モデルとして設計し，その事例を分析することによって，前提条件の評価が可能になる．ゲ

ーミングモデルをもちいることによって，Eisenhardt (1989b) が提唱する手法をより精緻

に，かつ豊富に実行することができるようになり，この前提条件を限定していくというプロ

セスによって，命題は精緻化されると考えられる． 

 

1.5 本論文の構成 

本論文は，第１章で示した RQ1から RQ3までのリサーチ・クエスチョンを明らかにする

ことを目的とした研究の結果について報告するものである． 

まず，第２章では，砂口・白井・佐藤 (2017) の研究に基づき，RQ1の検証をおこなうこ

とを目的に，ゲーミングとシミュレーションを併用するゲーミング＆シミュレーション手法

について論じる．経営戦略分野の研究にゲーミングを適用するために新規に提案するのがゲ

ーミング＆シミュレーション手法であり，その意義や有効性について論じ，戦略命題ゲーミ

ングの基盤となるゲーミング手法の概念を提案する． 

次に，第３章では，RQ2に対応した戦略命題ゲーミングに供するモデリング手法を提案す

る．ここでは，砂口・佐藤 (2017a) ，Sato and Sunaguchi (2017) の研究に基づき，経営戦

略に係る意思決定を外生変数として，操作可能なゲーミングモデルを設計する方法について

論じる．プラットフォーム企業が考慮すべき指標として Gawer and Cusumano (2002) が提
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案する「４つのレバー」を外生変数として用い，プラットフォームの基本モデルを設計す

る．実際の事例に基づいて基本モデルを構成する内生変数の調整をおこない，基本モデルの

説明性について検証する． 

続いて，第４章では RQ3の検証をおこなう．砂口・佐藤 (2017b) の研究に基づき，実在

事例を対象としてモデル化し，ゲーミング＆シミュレーション手法を適用することによっ

て，戦略命題を行動原理として抽出する戦略命題ゲーミング手法，言い換えるならば，ゲー

ミングを利用して企業の置かれた環境に対して戦略命題を精緻化する手法について，その有

効性と今後の課題について論じる． 

第５章では，結論として本研究の考察と今後の研究展望を示すとともに，第１章に示した

３つのリサーチ・クエスチョンにたいする解答について論じる． 

本論文の構成を図 1-1に示す． 

 

 

図1-1 本論文の構成 
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第２章 事業戦略設計ツールとしてのゲーミングの有効性検証 

相互に関連する複数の構成要素からなる事象を取り扱う方法論の一つとして，ゲーミング

を利用する手法が提案されている．その一環として，経営戦略や事業戦略といった，企業活

動に関わる分野へのゲーミング適用についての研究が進められている． 

企業を取り巻く市場環境や競合他社動向は時間の経過とともに変化する．そのために，時

間変動を考慮したすべての要素の組み合わせは膨大な数にのぼり，それらの中から最適な組

み合わせを抽出し，戦略の意味づけを行う作業は非常に困難である．本研究では，ビジネ

ス・プラットフォームを対象として，同一モデル上でゲーミングとコンピュータ・シミュレ

ーションを実行する手法を用いた．まず，ゲーミングによって意味のある戦略シナリオを抽

出する．次に，抽出した戦略シナリオに沿ってコンピュータ・シミュレーションを実行する

ことによって，戦略シナリオの精度を高めるという手法である． 

本章では，砂口・白井・佐藤 (2017) の研究を基に，ゲーミングとコンピュータ・シミュ

レーションを併用する手法を用いることによって，事業戦略設計においてゲーミングが戦略

を動学化して評価するための有効なツールとなりえる可能性について論じる． 

 

2.1 はじめに 

2.1.1 背景 

コンピューティング技術の飛躍的な進歩は，コンピュータ・シミュレーションが大規模か

つ複雑な演算処理を必要とする事象を扱うことを可能にした．自然科学領域のみならず，社

会科学領域においてもコンピュータ・シミュレーションが積極的に利用されるようになり，

非線形に代表されるような複雑系においては，欠くことのできない存在となっている． 

一般的に，人の意思決定が深く関与する政治的・社会的課題など，定式化しづらい事象を

コンピュータ・シミュレーションで取り扱うことは難しい．このようなコンピュータ・シミ

ュレーションが抱える課題を解決する一つの方法として，ゲーミングがあげられる．ゲーミ

ングは，定式化しづらい変数を参加者の決定に委ねることによって，コンピュータ・シミュ

レーションでは扱うことが難しい事象を取り扱うことを可能にする．その一方で，対象とす

る事象全体に対して，個々の参加者の判断がどのような影響を及ぼしたのかを分析すること

は難しい． 

本研究では，人の意思決定が関与する事象としてビジネス・プラットフォームを対象とし
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てモデル化をおこない，ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションをそれぞれ同一条件

下で実行した．ゲーミングによって戦略シナリオを抽出し，コンピュータ・シミュレーショ

ンでシナリオの精度を高める手法の可能性検討をおこなった． 

2.1.2 事業戦略を対象領域としたゲーミングの適用 

田中・納富・村山 (2003) は，実世界の競争戦略の実態をコンピュータ上に実装してシミュ

レーションする方法が有効であるとし，マルチエージェントシステムを意思決定支援システ

ムの分野に新たに導入することを試みている．実世界の企業を対象に，ファイブフォース・

モデルの競争要因を可変パラメータとして組み込んだシミュレーションモデルを構成し，マ

ルチエージェントシステムが事業者の意思決定支援システムとして有効であることを報告し

ている．エージェントベースアプローチの適用領域として，これまで扱われることが少なか

った事業戦略策定に対して，エージェント・シミュレーションが有効な手段になりえること

を示す一方で，個々の企業の戦略的意思決定が産業構造に与える影響については考慮されて

いないという課題を残している． 

林・与謝野 (2008) は，主にフィールドワークという手法が適用されていた地域通貨メカニ

ズムを対象とする研究領域に，ゲーミングを適用することを試みている．フィールドワーク

という手法では，流通メカニズム全体を把握することが困難であるため，それに代わる手法

として，同分野へのゲーミング適用の可能性を示唆している． 

小林・吉田・橋本 (2013) は，林・与謝野 (2008) が示したゲーミングの可能性を基に，ゲ

ーミングとエージェント・シミュレーションという異なる方法論を組み合わせた手法を地域

通貨メカニズム研究に適用する手法について報告している．まず，住人の意思決定に依存す

る流通メカニズムの内部ルールの特徴や売買行動に関する知見をゲーミングによって定式化

し，それらをパラメータとして組み込んだ地域通貨流通モデル上でエージェント・シミュレ

ーションを実行するという手法によって，地域通貨流通メカニズムを分析している．ゲーミ

ングは定式化しにくい変数を組み込むことができ，結果を概念化して解釈することができ

る．しかし，多数回施行することは難しい．一方で，エージェント・シミュレーションは多

数回の実行は容易ではあるが，定式化できない変数を扱うことが難しく，結果を解釈し意味

づけをおこなうことに困難さを伴う．ゲーミングとエージェント・シミュレーションという

二つの方法論を組み合わせることで，両者のデメリットを克服し，メリット同士を伸ばせる

ものになっているとしている．課題として，同手法が地域流通通貨メカニズム以外の領域に

対しても，有効性があるかどうかについては検討の必要性があるとしている．  
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以上に示した先行研究は，複雑に構成要素が影響し合っている全体事象の構造を解析する

手法として，ゲーミングやエージェント・シミュレーションが有効であることを実証するも

のである．人の意思決定が大きく影響する企業の事業戦略のような領域においても，その有

効性が示されている．一方で，ゲーミングやエージェント・シミュレーションの適用範囲の

拡大や，適用する際の具体的な方法論については，研究の余地が多く残されている． 

菱山 (2014) が指摘するように，ゲーミングはモデル設計者が意図しなかった知見を提供す

る可能性を持つ．本研究では，ビジネス・プラットフォームにおける競争戦略という領域へ

ゲーミングを適用することを試みた．まず，無数にある設定条件の組み合わせの中から，ゲ

ーミングによってモデルが持つルールを見出す．次に，このルールに沿った意味のある選択

肢を基にコンピュータ・シミュレーションを実行し，その結果から戦略設計に対する有効な

情報を得ることを試みた．小林・吉田・橋本 (2013) は，ゲーミングの結果からエージェン

ト・シミュレーションの内生変数設定に意味を持たせることを試みていたのに対し，本研究

では，ゲーミングの結果から意味のあるエージェント・シミュレーションの外生変数設定を

抽出し，戦略設計に対して有効な情報を得ることを試みた． 

2.1.3 プラットフォーム戦略分析のアプローチ 

Moore (1993) は組織的アプローチによって企業の戦略を構築することを目的に，ビジネ

ス・エコシステムというプラットフォーム構造を提唱した．ビジネス・エコシステムの考え

方は，複数企業のバリューチェーンをネットワーク化したモデルである．代表的な事例とし

て，PC産業における，マイクロソフトの OS戦略やブラウザ戦略の分析などに適用されてい

る．今日，多様な製品の相互依存性と，多くの企業に分散したイノベーション能力のゆえ

に，数多くの産業に対してビジネス・エコシステムの概念が適用されている． 

代表的なビジネス・エコシステムの一つの形態であるビジネス・プラットフォームにおい

ては，プラットフォーム内で活動する他のすべての企業が何を行っているかを考慮せずに基

本的な意思決定を行うことはできないと Gawer and Cusumano (2002) は述べている．つま

り，ビジネス・プラットフォーム内でビジネスを行う企業の戦略は，他企業や市場環境との

関係の中で設計されるべきものであるとしているのである． 

市場環境の変化や参入企業の戦略により，ビジネス・プラットフォームは動的に変化す

る．そのために，戦略的事項は動的に変化する環境を踏まえて決定されるべきものである．

つまり，プラットフォームが非平衡状態であるがゆえに，企業が競争戦略を設計するにあた

っては，自社の競争戦略がプラットフォームに及ぼす影響と，その影響によるビジネス・プ
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ラットフォームのステータス変化が競争戦略に与える影響を分析することが必要となる． 

従来の静的な戦略分析に比べて，非平衡状態にあるビジネス・プラットフォーム全体を俯

瞰し，構成要素間の価値連鎖や相互作用などについて定量的・定性的に意味づけをおこな

い，競争戦略を設計するための情報を得る作業は非常に高度で特異な能力が必要とされる．  

ビジネス・プラットフォームにおける主体間の相互作用は，プラットフォーム内の企業戦

略と，他のプラットフォームとの競合関係によって影響を受け，すべて動的に変化する．し

かし，伝統的な経済理論は均衡分析によって理論が基礎づけられており，動的状態を取り扱

う理論として適切であるとはいえない (小川 2012)．また，例えば Porter (1999) によるファイ

ブフォース分析のような既存の分析フレームワークも，ビジネス・プラットフォームのよう

に，その内外に競争関係が存在し，動的に変化する複雑な事象を分析するには限界がある． 

 

2.2 問題の定式化 

2.2.1 評価手法の実行手順 

本研究は，以下の手順にしたがって実施した． 

①ビジネス・プラットフォームを対象としてモデルを設計する． 

②設計したモデルを用いてゲーミングを実行し，有効な戦略シナリオの抽出をおこなう． 

③抽出した戦略シナリオを反映して，コンピュータ・シミュレーションの入力条件を設定し

て実行する． 

④コンピュータ・シミュレーションの結果より，ゲーミングによって抽出した戦略シナリオ

を解釈し，コンピュータ・シミュレーションに適用する手法の有効性検証をおこなう． 

2.2.2 ビジネス・プラットフォームのモデリング 

ビジネス・プラットフォームのモデルとして，機器とその機器に対する補完サービスから

なる製品市場を想定する．機器の製品価値は，ハードウエアとしての基本性能と，外部から

提供されるサービス価値によって決定される．つまり，規模の経済や範囲の経済に支配され

る製品規格のプラットフォームと，外部ネットワーク性に支配されるサービスプラットフォ

ームが融合したビジネス・プラットフォームを構成しているとする． 

機能競争と外部補完サービス競争が並行する競争構造を，Teece (1986) によるダイナミッ

ク・ケイパビリティ・フレームワークを用いて分析すると，機器が本来持つ機能とネットワ

ーク経由で提供されるサービスは相互に双務的関係性を持つといえる．機器が持つ機能はそ
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れ自体単独で商品価値を持つが，コモディティ化が進んだ現在の状況では，競合製品に対す

る十分な競争力を持つことは困難である．しかし，サービスが製品機能と連携することによ

って新たな価値を生み出し，競合製品に対する競争優位を確保できるなら，製品機能と外部

補完サービスの間は，相互に組み合わせて用いる共同利用の関数となっている．このような

関係は共特化の関係にあると定義することができる． 

Eisenmann, Parker and Van Alstyne (2006) によるツー・サイド・プラットフォーム理論によれ

ば，外部補完サービスと製品市場は相互に機能を提供しあい，コストと利益が存在する．機

器はサービスの提供を受けて機能と共特化を構成し，商品競争力を上げることで製品市場の

ユーザーに価値を提供する．また，サービス市場に対して，それぞれの製品市場からのアク

セスチャネルを増やすことでユーザー数を増やし，販売機会を増やすという利益を提供して

いる．  

2.2.3 概念設計 

本研究では，特定の機器市場を想定し，その市場には補完サービスとして２つの同種類の

サービスが提供されているものとした．具体的には，テレビなどのネット接続可能な情報家

電機器の市場に，異なった２つの映像配信サービスが提供されている状況を想定した． 

ビジネス構造のモデル化に際しては，シミュレーションの目的に最も適合した特徴的なパ

ターンを抽出してモデル化する必要がある．本研究では，図 2-1に示すように製品市場と補完

サービスの関係をモデル化した． 

 

 

図2-1 市場に働くネットワーク効果の概念図 

 

製品市場には同一の機能を持つ機器が１種類と，機器を介して利用するサービス X, Yの２

種類が存在する．機器に対してサービスは補完機能として存在しており，それぞれのサービ



 

20 

 

ス X, Yのユーザー数（製品市場における対応機器の市場シェアの合計）に対応して，ネット

ワーク効果が発生する．このネットワーク効果を計算することによって，サービス Xをサポ

ートする機器，サービス Xをサポートする機器の市場シェアが決まる．それぞれの市場シェ

アは，その市場に存在する企業の競争力によって，シェアが按分される． 

2.2.4 ネットワーク効果の定式化 

以下に示す，サービス X, Yをサポートする機器のそれぞれの市場シェアを用い，ネットワ

ーク効果を定義する． 

 

・サービス Xサポート機器のシェア：𝐸𝑋1, 𝐸𝑋2, …, 𝐸𝑋𝑚 

・サービス Yサポート機器のシェア：𝐸𝑌1, 𝐸𝑌2, …, 𝐸𝑌𝑛  

 

サービス Xをサポートする企業が m社，サービス Yをサポートする企業が n社存在する場

合，製品市場におけるサービス X, Yのそれぞれのシェア（𝑆ℎ𝑎𝑟𝑒𝑋, 𝑆ℎ𝑎𝑟𝑒𝑌）は，以下によっ

て計算される． 

 

 𝑆ℎ𝑎𝑟𝑒𝑋 = ∑ 𝐸𝑋𝑖

𝑚

𝑖=1

  ,  𝑆ℎ𝑎𝑟𝑒𝑌 = ∑ 𝐸𝑌𝑗

𝑛

𝑗=1

 
… (1) 

 

メトカーフの法則に倣い，サービスによって働くネットワーク効果（𝑁𝐸𝑋, 𝑁𝐸𝑌）は近似的

にシェアの二乗に比例するとして，次の計算式によって定義する． 

 

 𝑁𝐸𝑋 = 𝑆ℎ𝑎𝑟𝑒𝑋
2 ,    𝑁𝐸𝑌 = 𝑆ℎ𝑎𝑟𝑒𝑌

2 … (2) 

 

2.3 モデル設計 

2.3.1 概念モデル 

本研究で設計したモデルの概念図を図 2-2に示す．  
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図2-2 概念モデル 

 

市場には５社の製造企業が存在すると設定した（(1)式においてm + n = 5）．また，市場に

は２つの外部サービス X, Yが提供される．市場は成長期から成熟期への移行段階にあると設

定し，緩やかに市場規模は拡大するとした． 

２つのサービスのシェアに対応して，ネットワーク効果が決定する．このネットワーク効

果によって，サービスごとに製品市場規模が分配される．次に，それぞれの製品性能および

製造能力によって，同じサービスを選択する企業間で市場が分配され，各企業のシェアが決

まる． 

2.3.2 意思決定項目 

『サービス選択』：それぞれの市場にはネットワーク経由で提供されるサービスが２種類（X, 

Y）存在し，プレーヤーはいずれか一つの補完サービスを選択する． 

『開発・設備投資』：投資の規模により，製品性能および製造能力が決定する．低・中・高の

３段階の設定から選択をおこなう． 

2.3.3 実装環境 

本研究は，横浜国立大学で開発された YBG（Yokohama Business Game）を利用した．

YBGはゲーミングをネットワーク環境下で実行する機能を提供することに加え，プログラミ

ングを追加することによって，同一モデルに対してエージェント・シミュレーションを実行

し，結果を比較することが可能なシステムである (白井 2010)．  

 

2.4 ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションの実行条件の設定 

2.4.1 設定条件 

製造企業であるプレーヤーは 1ラウンドを 1期として全８ラウンドをおこない，自社製品

の市場シェアの拡大を競う．本研究では，ゲーミングおよびコンピュータ・シミュレーショ
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ンのそれぞれの構成を以下のとおりとした． 

①ゲーミング：市場リーダーをエージェント，フォロワーを社会人大学院生４名としたグル

ープ 

②コンピュータ・シミュレーション：市場リーダーおよびフォロワーを５つのエージェント

で構成したグループ 

2.4.2 初期設定 

ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションについて，各プレーヤーの初期設定条件を

表 2-1に示す．エージェントを含む５人のプレーヤーは初期市場シェアのみがそれぞれ設定さ

れている． 

 

表2-1 プレーヤーの初期設定条件 

 

 

2.4.3 エージェントの動作設定 

ラウンド 2以降，前ラウンドの結果が次の条件を満たす場合，サービス選択は前ラウンド

の選択を引き継ぎ，条件を満たさない場合は他方のサービスに選択を変更する． 

○Player 1-4 ：選択したサービスのシェア > 10% 

○Player 5   ：選択したサービスのシェア >  5% 

意思決定においてエージェント間の連携はなく，すべて独立におこなわれる． 

2.4.4 社会人大学院生プレーヤーの実行条件 

リーダー企業である Player 5（エージェント）に対して，フォロワー企業であるプレーヤ

ーは自社のシェアを拡大することを目標とする．ゲーミングは図 2-3に示すフローチャートに

したがって実行した．図中の Aはラウンド数を示す．ゲーミング中の参加者間の議論には制

限を設けず，自由に提携や協業解消などの交渉をおこなえるものとした． 
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図2-3 ゲーミング参加者の行動プロセスチャート 

 

2.5 実行結果 

2.5.1 ゲーミングによる戦略シナリオの抽出 

サービス選択の推移を表 2-2に，サービスシェアの推移を図 2-4，プレーヤーシェアの推移

を図 2-5にそれぞれ示す． 

 

表2-2 ゲーミングにおけるサービス選択の推移 

 

 

 

図2-4 ゲーミングにおけるサービスシェアの推移 

Round / Team: Player 1 Player 2 Player 3 Player 4 Player 5
R1 Y Y Y Y X
R2 X Y Y Y X
R3 X Y X X X
R4 Y X Y Y X
R5 Y X Y Y X
R6 Y X Y Y X
R7 X Y Y Y X
R8 Y Y Y Y X
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図2-5 ゲーミングにおけるプレーヤーシェアの推移 

 

各プレーヤーは市場リーダーからシェアを奪い取ることを目的とした協調戦略を基本戦略

として採用した．協調戦略の乱れによって，一時的に市場リーダー（Player 5）はシェアを伸

ばすこともあったが，最終的に市場リーダーのシェアは大きく低下し，Player 4を除くプレ

ーヤーはいずれもシェアを伸ばした．Player 4は最終ラウンドで大きくシェアを落としてい

るが，これは開発・設備投資の入力設定が適切ではなかったために受注残が発生したことが

理由であった． 

また，Player 2はラウンド２から，逆張り戦略によってシェア拡大を目指したが，かえって

シェアを落とす結果となり，ラウンド７以降は協調戦略に戻りシェアを取り戻した． 

ゲーミングの結果から，フォロワーが市場シェアを拡大するための戦略シナリオとして，

協調戦略が有効であることがわかる．ビジネス・プラットフォームに参入するフォロワー企

業にとって，他の企業との協調を基本軸として戦略を設計することが有効なルールであると

いえる．逆に，市場リーダーの立場からは，フォロワー企業の協調戦略を切り崩すことが戦

略の基本軸であるといえる． 

2.5.2 コンピュータ・シミュレーションによる戦略シナリオの解釈 

ゲーミングによって得られた結果から，協調戦略を基本設定としたコンピュータ・シミュ

レーションを実行した．サービス選択は以下に示す２つの条件設定にしたがって決定した． 

2.5.2 (1) 初期市場リーダーへの対抗としての協調戦略 

フォロワーである Player 1-4は市場リーダーである Player 5の初期選択サービスと異なる

サービス選択をする設定とした．サービス選択の推移を表 2-3に，サービスシェアの推移を図

2-6，プレーヤーシェアの推移を図 2-7にそれぞれ示す． 
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表2-3 初期市場リーダーへの対抗を基軸としたコンピュータ・シミュレーションにおける 

サービス選択の推移 

 

 

 

図2-6 初期市場リーダーへの対抗を基軸としたコンピュータ・シミュレーションにおける 

サービスシェアの推移 

 

 

図2-7 初期市場リーダーへの対抗を基軸としたコンピュータ・シミュレーションにおける 

プレーヤーシェアの推移 

 

市場リーダーを除くすべてのプレーヤーが終始，協調戦略を採用したために，ラウンド 4

という早い段階でサービスは Yに収束した．市場リーダーである Player 5は，ラウンド４か

らサービス選択を変更した．その結果，ラウンド５以降はすべてのプレーヤーのサービス選

択が同じになり，サービス選択がシェア変動に影響を及ぼすことがなくなり，市場リーダー

を含むプレーヤーシェアは固定した． 

ラウンド８の結果を初期設定と比較すると，市場リーダーのみがシェアを落とし，フォロ

ワー企業は市場リーダーの失ったシェアを分けあうことでシェアを伸ばしている．市場リー

ダーへの対抗戦略として，フォロワーがすべて協調する戦略は有効性を持つといえる．但

Round / Team: Player 1 Player 2 Player 3 Player 4 Player 5
R1 Y Y Y Y X
R2 Y Y Y Y X
R3 Y Y Y Y X
R4 Y Y Y Y Y
R5 Y Y Y Y Y
R6 Y Y Y Y Y
R7 Y Y Y Y Y
R8 Y Y Y Y Y
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し，ラウンド４以降にみられるように，市場リーダーがフォロワーに同調すると，フォロワ

ーによる協調戦略は戦略としての有効性を失ってしまう． 

2.5.2 (2) ラウンドリーダーへの対抗としての協調戦略 

ラウンド１のみ Player 5を市場リーダーとみなし，以降のラウンドでは，前ラウンドで最

もシェアの高かったプレーヤーを市場リーダーとみなす．各ラウンドでの市場リーダー以外

のプレーヤーは，協調して市場リーダーとは異なるサービス選択を行う設定とした．サービ

ス選択の推移を表 2-4に，サービスシェアの推移を図 2-8，プレーヤーシェアの推移を図 2-9

にそれぞれ示す． 

 

表2-4 ラウンドリーダーへの対抗を基軸としたコンピュータ・シミュレーションにおける 

サービス選択の推移 

 

 

 

図2-8 ラウンドリーダーへの対抗を基軸としたコンピュータ・シミュレーションにおける 

サービスシェアの推移 

 

 

図2-9 ラウンドリーダーへの対抗を基軸としたコンピュータ・シミュレーションにおける 

プレーヤーシェアの推移 

Round / Team: Player 1 Player 2 Player 3 Player 4 Player 5
R1 Y Y Y Y X
R2 Y Y Y Y X
R3 X X Y X X
R4 Y Y Y Y X
R5 X X Y X X
R6 Y Y Y Y X
R7 Y Y Y Y X
R8 Y Y Y Y X
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ラウンド１では Player 5が最も高いシェアを持っており，Player 1-4は Player 5とは異な

るサービス選択を行っている．その結果，ラウンド２で Player 3がシェアを逆転してシェア

トップとなった．次のラウンド３では Player 3を市場リーダーとして，他のプレーヤーがす

べて Player 3と異なるサービス選択を行っている．その結果，ラウンド３の結果は再び

Player 5がシェアトップとなった．次のラウンド４では再び Player 5に対抗する戦略で協調

している．このラウンド４の結果を受けて，ラウンド５では再び Player 3に対する対抗する

戦略で協調している．ラウンド５の結果，Player 5が 50%以上のシェアを獲得し，ラウンド

６以降は他のプレーヤーがすべて協調して Player 5に対抗するものの，Player 5のシェアが

大きく低下することはなかった． 

フォロワーによる協調戦略は市場リーダーのシェアを落とすことに対して有効ではある

が，継続性がなければ逆に市場リーダーのポジションをより強固にする可能性がある．市場

リーダーからみれば，フォロワー企業の協調戦略の一部を切り崩し，協調戦略に乱れを起こ

すことが，自社のポジション強化に繋がるといえる． 

2.5.2 (3) ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションを併用することの有効性 

新しくビジネス・プラットフォーム事業に参入するフォロワー企業の戦略として，他のフ

ォロワー企業と協調することがひとつの有効な戦略シナリオとなりえることは直感的に理解

することができる．この直感的理解に対して，ゲーミングは一定の裏付けを与える．今回は

非常に単純化したモデルを用いたため，正しいと思われる直感的理解を比較的容易に得るこ

とができる．しかし，より複雑なモデルを用いる場合には，直感的理解が正しいかどうかの

判別は困難さを増す．本研究のような単純なモデルであっても，意思決定項目である外生変

数の組み合わせは膨大な数に上り，その中から有効と思われる組み合わせを抽出する作業は

困難さを伴う．直感的理解が間違いではないということをゲーミングによって証明するとい

うこと，つまり結果の概念化作業によってひとつのルールを策定し，そのルールに従ってコ

ンピュータ・シミュレーションを実行することによって，結果の解釈の意味づけが困難であ

るというコンピュータ・シミュレーションのデメリットをカバーすることができる． 

 

2.6 結論 

本研究では，同じモデルを用いてコンピュータ・シミュレーションとゲーミングをおこな

ったが，すべての意思決定の組み合わせをコンピュータ・シミュレーションのみで実行する
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ことが理論的には可能である．しかし，今回の単純化したモデルにおいてさえ，サービスの

組み合わせだけでも約 1兆 1千億とおり（= (25)8）の組み合わせが存在している．これらす

べての中から，戦略として意味のある意思決定を抽出する作業は現実には不可能である． 

それに対して，ゲーミングの結果からは，フォロワー企業の協調戦略は市場リーダーから

シェアを奪い，フォロワー企業のパイを増やすという点で有効であることが容易に理解で

き，マクロな戦略としてフォロワー企業による協調戦略は意味のある戦略であるといえる． 

意味のある意思決定が戦略として有効であるかどうかを判断するための手法として，ゲー

ミングは有効である．しかし，その意思決定が定量的にどれほど有効であるのか，またマク

ロではなく個々の企業にとってのミクロな観点からの戦略として有効であるのかどうかまで

の判断材料を，ゲーミング単体では与えない．ゲーミングによって有効なルールを設定し，

そのルールに基づいたコンピュータ・シミュレーションをおこなうことで， ゲーミングのみ

によっては得られないミクロな観点での戦略の有効性への情報を得ることが可能になる． 

Eisenmann, Parker and Van Alstyne (2011) は，既存のプラットフォームに新規参入する後発企

業にとって，補完的プラットフォームを導入する戦略が有効であるということをネットワー

ク効果という観点から指摘している．具体的事例として，リアルネットワークスが独占して

いたストリーミングメディア市場に，マイクロソフトが参入することに成功した事例をあげ

ている．このような事例を一般化し，３社以上の企業が既存市場に参入してシェアを奪おう

とするような事例についても，本研究で用いた手法を使い，市場をモデル化してコンピュー

タ・シミュレーションとゲーミングを適用することによって，検証が可能であろうと考えら

れる． 

意味のある意思決定を人の判断に委ねるゲーミングは，検討すべき組み合わせの数を現実

的なレベルまで削減することができるという点で，Greenwald and Kahn (2012) が主張する

ように，ゲーミングという手法が戦略抽出の方法論として，有効であるといえる．しかし，

事業戦略のような複雑な全体的事象に対して，ゲーミングが意味のある選択肢（戦略）を導

出するための有効な手法ではあるが，ゲーミング単体の結果から導き出される情報だけで

は，戦略の有効性を評価するためには十分ではない．ゲーミングによって抽出したルールを

コンピュータ・シミュレーションに取り込むことによって，ゲーミングによって得られた，

概念化された結果についての解釈の幅を拡大することができる．さらに多様な事例を試みる

必要があるが，ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションを併用する手法は，プラット

フォーム・ビジネスにおける戦略策定の有効な手法となりえると考えられる． 
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ゲーミングによって有意なシナリオを抽出し，シナリオに沿って考えられる戦略の可能性

を，コンピュータ・シミュレーションによる感度分析によって検証することによって，戦略

の設計・評価にたいして有効な情報がえられることがわかった．経営戦略分野にゲーミング

を適用することによって，経営戦略を動学化して評価するという，新しい手法が可能になる

のである． 
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第３章 モデリング手法 

プラットフォームをモデリングするためには，1.2節で述べたように，以下の条件を満足

しなければならない． 

（1）モデルの内部に複数の独立した市場が存在し，それぞれの市場内部では企業間競争が

はたらく． 

（2）それぞれの市場間にはネットワーク効果がはたらく． 

 

そして，外生変数として入力する経営戦略によって，これらを操作可能な内生変数として

扱うことができる必要がある．定性的な外生変数を入力とし，定量的な出力を可能にするモ

デル設計の手法として，Sato and Sunaguchi (2017) が提案する，Qualitative-control-of-

quantitative-process (QCQP) gaming modelの概念を用いた．この手法は，経営戦略理論の

命題を試すような実験を計画して，経営戦略の分析をおこなうことを目的としたゲーミング

モデルである．事例分析の考え方をゲーミングに取り入れたものであり，実際の事例を説明

可能なモデルを設計してゲーミングを実行することによって，実際には存在しなかった仮想

事例について分析を可能にし，より多くの情報を得ようとする手法である． 

上に示す (1), (2) の条件を満足させるために，本章ではプラットフォーム企業と外部補完

事業者の関係を分析フレームワークとして選定した．砂口・佐藤 (2017a) の研究を基に，

Gawer and Cusumano (2002) の「４つのレバー」を外生変数として用い，プラットフォー

ム企業と外部補完事業者の関係といった視点から，(1)および(2)を定式化した．このモデルは

特定の産業モデルを想定したものではなく，一般的なプラットフォームの基本モデルとして

設計したものである．  

この基本モデルを基に，Palmによる PDA事業をとりあげ，内生変数の調整を行い，

Palm PDA事業を再現可能なモデル設計をおこなった．実際に Palmが採用した戦略をレバ

ー設定に変換して外生変数として入力し，コンピュータ・シミュレーションを実行し，本モ

デルが Palm PDA事業について一定の説明性をもつこと，Palm戦略の妥当性の評価が可能

であることを検証した． 
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3.1 プラットフォーム基本モデルの設計 

3.1.1 外生変数の設定 

プラットフォームが「ひとつもしくは複数の企業によって製品やサービス，技術が開発さ

れ，それらは特定の製品や関連サービス，または部品技術の形で提供されることによって，

さらに多くの会社がさらに補完的なイノベーションを構築することができる基盤」であるな

らば，プラットフォーム企業にとって外部補完事業者との関係をどのように設定すべきであ

るかということが重要な視点となる．したがって，モデリングに際してはプラットフォーム

企業と外部補完事業者の関係に着目し，経営戦略に基づいた意思決定である外生変数には，

Gawer and Cusumano (2002) が提案する４つのレバーを用いた． 

４つのレバーとは，「企業の範囲」「製品化技術」「外部組織との関係」「内部組織」であ

り，プラットフォーム戦略を策定する際に考慮するべき視点を示すものである．これらは主

に，プラットフォーム企業と外部補完事業者の関係を決定する要因となるものである．４つ

のレバーの中で，「内部組織」は外からの観察が難しいため，ここでは最適化されているとい

う仮定の下，残りの３つのレバーを経営戦略に関する意思決定項目として次のとおり定義し

た． 

「企業の範囲」：プラットフォーム企業が独占的に供給する製品が，最終製品に占める価値

の割合を決める． 

「製品化技術」：プラットフォーム企業が独占的に供給する製品の技術情報を，どの外部補

完事業者に無償もしくは有償で提供するのかを決定する． 

「外部補完事業者との関係」：プラットフォーム企業が参入する補完市場を決める． 

3.1.2 概念図 

プラットフォームの基本モデルの概念図を図 3-1に示す．レバーの設定によって，経営戦

略として定性的に定義されるプラットフォーム企業と外部補完事業者の関係を，実行可能な

オペレーション戦略として，以下に示す手順によって定量的に数値化された関係式へと変換

した． 

まず，所定の計算式によって，プラットフォーム企業および外部補完事業者の市場競争

力，市場に存在するネットワーク効果を算出する．次に，ネットワーク効果から市場規模を

算出し，これをプラットフォーム企業占有市場と外部補完事業者市場に按分する．それぞれ

の市場は各事業者の市場競争力によって按分され，事業者ごとの合計が売上とする．コスト
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は市場規模に対応して自動的に計算され，各事業者に割り振られる．最後に，売上とコスト

の差分を当期利益とする． 

 

 

図3-1 プラットフォーム基本モデルの概念図 

 

3.2 検証モデルの設計 

モデルの妥当性を検証するために，実際のプラットフォーム・ビジネスである Palmの

PDA事業を対象にして，図 3-1の基本モデルを基に内部変数の設定をおこなった． 

3.2.1 Palmの PDA事業 

本章でとりあげる Palm PDA事業は，1992年に Palmが設立されて以降，2005年まで

14年間，Palmの中核事業であった．この期間の Palmの変遷を図 3-2に示す． 
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図3-2 Palmの変遷 

 

1992年，Jeff Hawkinsと Donna Dubinskyによって Palmが設立された．その後，1995

年に US Roboticsが Palmを買収し子会社化した．1997年には，3Comが US Roboticsを

買収したため，Palm Computingとして 3Com傘下に入ることとなった．1998年には，

Palmの創業者である Jeff Hawkinsと Donna Dubinskyが独立し，Handspringを設立し

た．2000年になると，3Comから Palm Computingが独立し，翌年の 2001年には，ハード

ウエア製造をおこなう PalmOneと，OSを含むソフトウエアを開発する PalmSourceに分

離した．2003年になると，PalmOneが Handspringを買収し，2005年には PalmOneが

Palmに社名を変更した．PalmSourceは日本企業の ACCESSによって買収され，ACCESS 

Systemsとなり，PDA用の OS開発をおこなった． 

2005年以降，外部要因（携帯電話の高機能化）によって Palmの事業環境は急速に悪化し

た．2010年，Palmは HPに買収されて子会社となり，Palm OSはWeb OSとしてスマー

トフォンやタブレットなどの携帯端末向けの OSとして開発が継続された． 

2011年に HPはWeb OSの独自開発を中止する決定をおこない，Web OSは OSS（Open 

Source Software）となった．その後，2013年に LG電子が HPよりWeb OS事業を引き継

いだ．LG電子はWeb OSを改良し，自社の Smart TV OSとして利用している． 
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3.2.2 Palmプラットフォームの基本構造 

Palmプラットフォームにおいては，Palmがプラットフォーム企業である．その他に，

PDA（Personal Digital Assistant）端末の製造販売をおこなう製造ベンダー（群）と，

Palm OS上で動作するソフトウエアの開発・販売をおこなうソフトウエアベンダー（群）が

それぞれ外部補完事業者として存在し，図 3-3に示すようなプラットフォームを形成してい

る． 

 

 

図3-3 Palmのビジネス・プラットフォーム 

 

PDA端末の利用者が増加するにつれて，利用者間のデータ交換機会が増加する．その結

果，PDA端末市場には直接ネットワーク効果がはたらき，PDA端末の顧客価値の向上をも

たらす．同様に，ソフトウエア市場においても，さまざまなソフトウエアが連携することに

よって利用価値が増すような直接ネットワーク効果がはたらく． 

さらに，PDA端末の利用者数が増加すれば，アプリケーション・ソフトウエアを販売する

ソフトウエアベンダーの販売機会が増加する．また，ソフトウエアベンダーの参入が増加す

ることによって，PDA端末利用者にとって魅力的なアプリケーション・ソフトウエアが増え

ることが期待できる．つまり，PDA端末市場とアプリケーション・ソフトウエア市場の間に

は，間接ネットワーク効果がはたらくことになる． 

3.2.3 概念モデルの定式化 

3.1.2で示した図 3-1「プラットフォーム基本モデルの概念図」を Palmプラットフォー

ム・ビジネスに適合するよう，外生変数の設定および内生変数の調整をおこなうことによっ

て定式化する． 
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3.2.3 (1) 外生変数の設定 

４つのレバー（の中の３つ）による外生変数は，それぞれ次に示す３段階の設定とする． 

「企業の範囲」 

プラットフォーム企業が独占的に提供する OSが，PDAとしての製品価値の中で独占的に

占める価値として定義する． 

1：PDA製品の 1% 

2：PDA製品の 5% 

3：PDA製品の 10% 

「製品化技術」 

OS有償で提供する範囲として定義する． 

1：すべての外部補完事業者に対して有償提供 

2：ソフトウエア事業者には無償提供，製品事業者には有償提供 

3：すべての外部補完事業者に対して無償提供 

「外部補完事業者との関係」 

プラットフォーム企業の参入事業領域として定義する． 

1：OS市場と製品市場，ソフトウエア市場 

2：OS市場と製品市場 

3：OS市場のみ 

3.2.3 (2) 内生変数の設定 

市場規模予測（𝑀𝑓𝑜𝑟）は期初に設定され，期末の獲得利益を計算する起点となる．１期目

の市場規模予測は 1000に設定し，２期目以降は前期市場規模実績を当期市場規模予測とし

て割り当てる． 

市場規模実績（𝑀𝑎𝑐𝑡）は「企業の範囲（𝐿1）」「製品化技術（𝐿2）」「外部補完事業者との関

係（𝐿3）」によって定められる直接ネットワーク効果（𝐸𝑑）と，外部補完事業者市場間に働

く間接ネットワーク効果（𝐸𝑖）を市場規模予測（𝑀𝑓𝑜𝑟）に乗じることによって決定する．直

接ネットワーク効果（𝐸𝑑）および間接ネットワーク効果（𝐸𝑖）は定数としてあらかじめ設定

されている． 

 

𝑀𝑎𝑐𝑡 = 𝑀𝑓𝑜𝑟 ∙ 𝐸𝑑 ∙ 𝐸𝑖 (1) 
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プラットフォーム企業の市場競争力は一定とし，外部補完事業者の市場競争力は「製品化

技術」の設定に応じて次のとおりに設定する． 

 

1. 「製品化技術の設定」 = [1]の場合 

 

𝑃𝑝𝑙 = 50   𝑃𝑐1 = 30   𝑃 = 20 (2) 

 

2. 「製品化技術の設定」 = [2]の場合 

 

𝑃𝑝𝑙 = 50   𝑃𝑐1 = 30   𝑃𝑐2 = 30 (3) 

 

3. 「製品化技術の設定」 = [3]の場合 

 

𝑃𝑝𝑙 = 50   𝑃𝑐1 = 40   𝑃𝑐2 = 30 (4) 

 

外部補完事業者市場規模予測（𝑀𝐶𝑓𝑜𝑟）は，プラットフォーム企業の市場競争力（𝑃𝑝𝑙）

と，外部補完事業者の市場競争力（𝑃𝑐𝑛）の合計によって市場規模実績を按分し，次の計算式

によって定義する． 

 

𝑀𝐶𝑓𝑜𝑟 = 𝑀𝑎𝑐𝑡 ∙
∑ 𝑃𝑐𝑖

𝑃𝑝𝑙 + ∑ 𝑃𝑐𝑖

 (5) 

 

自社の専有技術によって他の外部補完事業者を排除し，プラットフォーム企業が専有する

市場規模（𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡）は，プラットフォーム企業が定める「企業の範囲」によって決定し，次

の計算式によって定義する． 

 

𝑀𝑃𝐿𝑎𝑐𝑡 = 𝑀𝑎𝑐𝑡 ∙ 𝐿1 (6) 

 

外部補完事業者が参入する外部補完事業者市場規模実績（𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡）は，市場規模実績から

プラットフォーム企業専有市場を除いたものとし，次の計算式によって定義する． 
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𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 = 𝑀𝑎𝑐𝑡 − 𝑀𝑃𝐿𝑎𝑐𝑡 (7) 

 

売上実績（𝑆𝐴𝐿𝐸𝑝𝑙 , 𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐1, 𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐2）は，プラットフォーム企業および外部補完事業者の市

場競争力に応じて外部補完事業者市場規模実績（𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡）を按分することによって決定す

る．プラットフォーム企業のみ，これにプラットフォーム企業専有市場規模実績を加えたも

のを売上実績とする．「外部補完事業者との関係」の設定により，３つの場合に分けて売上実

績を次の計算式によって定義する． 

 

1. 「外部補完事業者との関係」の設定 = [1]の場合 

 

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑝𝑙 =
𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡

∑ 𝑃𝑐𝑖

(
𝑃𝑐1𝑃𝑝𝑙

𝑃𝑝𝑙 + 𝑃𝑐1

+
𝑃𝑐2𝑃𝑝𝑙

𝑃𝑝𝑙 + 𝑃𝑐2

) + 𝑀𝑃𝐿𝑎𝑐𝑡 (8) 

  

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐1 = 𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 ∙
𝑃𝑐1

∑ 𝑃𝑐𝑖

∙ (1 −
𝑃𝑝𝑙

𝑃𝑝𝑙 + 𝑃𝑐1

) (9) 

  

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐2 = 𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 ∙
𝑃𝑐2

∑ 𝑃𝑐𝑖

∙ (1 −
𝑃𝑝𝑙

𝑃𝑝𝑙 + 𝑃𝑐2

) (10) 

 

2. 「外部補完事業者との関係」の設定 = [2]の場合 

 

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑝𝑙 =
𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡

∑ 𝑃𝑐𝑖

∙
𝑃𝑐1𝑃𝑝𝑙

𝑃𝑝𝑙 + 𝑃𝑐1

+ 𝑀𝑃𝐿𝑎𝑐𝑡 (11) 

  

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐1 = 𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 ∙
𝑃𝑐1

∑ 𝑃𝑐𝑖

∙ (1 −
𝑃𝑝𝑙

𝑃𝑝𝑙 + 𝑃𝑐1

) (12) 

  

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐2 = 𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 ∙
𝑃𝑐2

∑ 𝑃𝑐𝑖

 (13) 
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3. 「外部補完事業者との関係」の設定 = [3]の場合 

 

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑝𝑙 = 𝑀𝑃𝐿𝑎𝑐𝑡 (14) 

  

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐1 = 𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 ∙
𝑃𝑐1

∑ 𝑃𝑐𝑖

 (15) 

  

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐2 = 𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 ∙
𝑃𝑐2

∑ 𝑃𝑐𝑖

 (16) 

 

市場規模実績の 20%をプラットフォーム維持コスト（𝐶𝑂𝑆𝑇𝑝𝑓）とする．市場規模実績の大

きさに対応して学習効果が働くとし，次の計算式よって定義する． 

 

𝐶𝑂𝑆𝑇𝑝𝑓 =
0.2𝑀𝑎𝑐𝑡

(0.001𝑀𝑎𝑐𝑡)0.24
 (17) 

 

獲得できると予測した売上の 40%がコストになるとして，次の計算式によってコスト実績

（𝐶𝑂𝑆𝑇𝑝𝑙 , 𝐶𝑂𝑆𝑇𝑐1, 𝐶𝑂𝑆𝑇𝑐2）を定義する．プラットフォーム維持コストは，プラットフォーム

企業がすべて負担するものとする． 

 

𝐶𝑂𝑆𝑇𝑝𝑙 = 0.4 ∙ (𝑆𝐴𝐿𝐸𝑝𝑙 − 𝑀𝑃𝐿𝑎𝑐𝑡)
𝑀𝑎𝑐𝑡

𝑀𝑓𝑜𝑟

+ 𝐶𝑂𝑆𝑇𝑝𝑓 (18) 

 

𝐶𝑂𝑆𝑇𝑐𝑛 = 0.4 ∙ 𝑀𝐶𝑎𝑐𝑡 ∙
𝑃𝑐𝑛

∑ 𝑃𝑐𝑖

 (19) 

 

売上実績からコスト実績を除いたものを獲得利益（𝑃𝐿𝑂𝐹𝑝𝑙 , 𝑃𝑅𝑂𝐹𝑐1, 𝑃𝑅𝑂𝐹𝑐2）とし，次の計

算式で定義する． 

 

𝑃𝐿𝑂𝐹𝑝𝑙 = 𝑆𝐴𝐿𝐸𝑝𝑙 − 𝐶𝑂𝑆𝑇𝑝𝑙 (20) 
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𝑃𝐿𝑂𝐹𝑐𝑛 = 𝑆𝐴𝐿𝐸𝑐𝑛 − 𝐶𝑂𝑆𝑇𝑐𝑛 (21) 

 

3.3 シミュレーションによるモデル検証 

3.3.1 実験環境 

本研究は，横浜国立大学で開発された YBG（Yokohama Business Game）を利用した．

YBGは日本語を用いたソースコード記述が可能であり，エージェント・シミュレーションお

よびゲーミング実行環境を提供する (白井 2010)． 

3.3.2 実行手順 

第 1期の市場規模予測を 1000とし，「企業の範囲」，「製品化技術」，「外部補完事業者との

関係」を外生変数として入力する．市場規模実績，プラットフォーム企業および補完事業者

１，補完事業者２の獲得利益を出力として得た． 

１サイクルのシミュレーションを企業活動の１期として，27通りのレバー設定の組み合わ

せ（３×３×３）について，第 10期までのシミュレーションを実行した．第 1期のレバー

設定が第 10期まで継続するとし，第２期以降の市場規模予測は前期市場規模実績とした． 

3.3.3 シミュレーションの実行 

27通りのレバー設定の組み合わせに対応して，エージェント・シミュレーションの結果と

して得たデータをグラフ化したものを図 3-4から図 3-30に示す．それぞれ，レバー設定の組

み合わせを， 

No.x [(企業の範囲)-(製品化技術)-(外部補完事業者との関係)] 

として標記する．グラフの表記は，□実線：Palm，□点線：補完事業者１，〇点線：補完事

業者２，棒グラフ：市場規模，とする．また，縦軸 [左] がプラットフォーム企業，補完事業

者１および２の獲得利益を，縦軸 [右] が市場規模実績を示す． 

 

   

図3-4 No.01 [1-1-1] 図3-5 No.02 [1-1-2] 図3-6 No.03 [1-1-3] 
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図3-7 No.04 [1-2-1] 図3-8 No.05 [1-2-2] 図3-9 No.06 [1-2-3] 

 

   

図3-10 No.07 [1-3-1]  図3-11 No.08 [1-3-2]  図3-12 No.09 [1-3-3] 

 

   

図3-13 No.10 [2-1-1]  図3-14 No.11 [2-1-2]  図3-15 No.12 [2-1-3] 

 

   

図3-16 No.13 [2-2-1]  図3-17 No.14 [2-2-2]  図3-18 No.15 [2-2-3] 

 

   

図3-19 No.16 [2-3-1]  図3-20 No.17 [2-3-2]  図3-21 No.18 [2-3-3] 
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図3-22 No.19 [3-1-1]  図3-23 No.20 [3-1-2]  図3-24 No.21 [3-1-3] 

 

   

図3-25 No.22 [3-2-1]  図3-26 No.23 [3-2-2]  図3-27 No.24 [3-2-3] 

 

   

図3-28 No.25 [3-3-1]  図3-29 No.26 [3-3-2]  図3-30 No.27 [3-3-3] 

 

「製品化技術」の設定が[3]（すべての外部補完事業者に対して OSを無償提供）の場合，

「企業の範囲」の設定が無効化され，プラットフォーム企業が独占的に獲得するとした市場

の売上が０となる．その結果，以下に示す３つのグループはそれぞれ同じ結果となる． 

[x-3-1]：No.07 [1-3-1] No.16 [2-3-1] No.25 [3-3-1] 

[x-3-2]：No.08 [1-3-2] No.17 [2-3-2] No.26 [3-3-2] 

[x-3-3]：No.09 [1-3-3] No.18 [2-3-3] No.27 [3-3-3] 

3.3.4 プラットフォーム存続条件 

プラットフォームの中に，構造的に利益の出ない事業領域が存在すると，いずれは事業者

の撤退を招き，プラットフォーム内で提供されるべき製品や部品の提供が途絶えることにな

る．プラットフォーム企業および外部補完事業者のすべての獲得利益がプラスであること

が，プラットフォーム存続のための必要条件の一つである． 

市場規模予測に対して市場規模実績が小さくなる場合には，そのプラットフォームは縮小
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し，いずれは消滅する．つまり，市場規模実績が継続的に拡大することがもう一つの必要条

件となる． 

3.3.5 シミュレーション結果の分析 

シミュレーション結果の中から，プラットフォームが存続可能な必要条件をすべて満足す

るレバー設定を抽出し，表 3-1に示す． 

 

表3-1 プラットフォームが存続可能なレバー設定 

 

 

これら４つのレバー設定の第１期から第 10期までの市場規模実績の推移の比較を図 3-31 

に，プラットフォーム企業の獲得利益の推移の比較を図 3-32に示す． 

 

 

図3-31 市場規模実績の推移 

 

No.08 [1-3-2], No.17 [2-3-2], No.26 [3-3-2]のレバー設定では，すべての外部補完事業者に

OSが無償でライセンスされる．そのため，補完事業者１の市場と補完事業者２の市場との

間に働く間接ネットワーク効果が高くなる．その結果，市場規模実績の拡大ペースは No.24 

[3-2-3]や No.15 [2-2-3]に比べて大きくなる．  
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図3-32 プラットフォーム企業獲得利益の推移 

 

No.08 [1-3-2], No.17 [2-3-2], No.26 [3-3-2]では，第２期まではプラットフォーム企業の獲

得利益がマイナスとなっているが，第３期以降は市場規模実績の拡大にあわせて，プラット

フォーム企業の獲得利益は大きく拡大している． 

No.15 [2-2-3]，No.24 [3-2-3]では，第７期まではプラットフォーム企業の獲得利益はプラ

スとなっていない．第８期以降はいずれも黒字化するが，低い水準にとどまっている．第 10

期までに，No.15 [2-2-3]は累積で黒字化しているが，No.24 [3-2-3]は黒字化していない．  

No.08 [1-3-2], No.17 [2-3-2], No.26 [3-3-2]のレバー設定での，プラットフォーム企業，補

完事業者１，補完事業者２の獲得利益の推移を図 3-33に示す． 

 

  

図3-33 No.08 [1-3-2], No.17 [2-3-2], No.26 [3-3-2]における獲得利益の推移 

 

補完事業者１の市場に，より競争力の高いプラットフォーム企業が参入・競合するため

に，補完事業者１の獲得利益は低く抑えられる．また，市場が十分に拡大しない状況では，
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プラットフォーム維持コスト負担により，プラットフォーム企業は利益をあげることができ

ない．補完事業者２は競合がないために，獲得利益は最も大きくなる． 

No.15 [2-2-3]のレバー設定での，プラットフォーム企業，補完事業者１，補完事業者２の

獲得利益の推移を図 3-34に示す． 

 

  

図3-34 No.15 [2-2-3]における獲得利益の推移 

 

プラットフォーム企業は OSライセンス収入を唯一の収益源としているが，市場規模実績

の伸びが小さいために獲得利益の水準は低い．補完事業者１，補完事業者２は，プラットフ

ォーム維持コストを負担しないために，プラットフォーム企業よりは高い獲得利益水準とな

っているが，プラットフォーム企業と同様に伸びは小さい． 

No.24 [3-2-3]のレバー設定における，プラットフォーム企業，補完事業者１，補完事業者

２の獲得利益の推移を図 3-35に示す． 

 

  

図3-35 No.24 [3-2-3]における獲得利益の推移 
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プラットフォームが存続できるレバー設定の中で，プラットフォーム企業の獲得利益水準

は最も低い．市場規模実績の伸びは No.15 [2-2-3]よりも大きいが，PDA市場が創出する価

値の大部分が補完事業者１，補完事業者２の獲得利益となっている． 

 

3.4 結論 

3.4.1 Palmの PDA事業との照合 

Evans, Hagiu and Schmalensee (2006) によれば，当初 Palmはソフトウエア･プラット

フォームを構築する戦略を採っていた．MicrosoftがWindows OSによって PC市場にプラ

ットフォーム企業としてポジションを築いたように，Palmは Palm OSによって PDA市場

でMicrosoftと同様のポジションを築くことを目指した．しかし，PDAの製品アーキテクチ

ャを修正するために，Palmは自ら製品を市場に投入し，その後に他社への OSライセンス

を開始した． 

PDA市場に本格的に参入を開始した Palmは，Palm Pilotという完成品を販売して収益を

あげることを中心に事業展開を行った．この戦略を本研究のレバー設定を用いて分類する

と， No.14 [2-2-2]に近い．No.14 [2-2-2]の市場規模と獲得利益の推移を図 3-36に示す． 

 

  

図3-36 No.14 [2-2-2]における獲得利益の推移 

 

市場規模実績は第１期より微減を続け，シミュレーションによってプラットフォームが存

続可能とする選択とは異なっている．しかし，プラットフォーム企業として第 1期から第 10
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期まで安定した利益を獲得している．また，補完事業者１，補完事業者２ともに，すべての

期で安定して利益を獲得している．特に，ソフトウエアを供給する補完事業者２の獲得利益

が大きく，ソフトウエアベンダーの積極的な Palm OS市場への参画が期待できる． 

Palmはその後，OSをライセンスする PalmSourceと，完成品を販売する PalmOneの２

つの会社に分離した．PalmSourceは Handspringといった競合する企業も含め，Palm OS

を幅広くライセンスする事業を行い，完成品販売事業に参入することはなかった．Palm OS

の権利を保有する PalmSourceが，実質的な Palmの後継企業であると考え，PalmSource

の戦略を本研究のレバー設定を用いて分類すると，その戦略は No.15 [2-2-3]に相当する．こ

れは，プラットフォームの存続条件を満足したレバー設定であり，Palmの戦略転換は合理

的判断に基づくものであったと判断することができる． 

プラットフォーム存続可能な設定と，実際に Palmが採った設定の第 1期から第 10期ま

での獲得利益の推移の比較を図 3-37に示す． 

 

  

図3-37 獲得利益推移の比較 

 

当初，Palmが採った設定 No.14 [2-2-2]では，第 10期までの累積プラットフォーム企業

獲得利益は，プラットフォーム存続条件を満足する No.15 [2-2-3]，No24 [3-2-3]よりも大き

い．さらに，No.14 [2-2-2]のみ，獲得利益がマイナスとなることが一度もなく，安定した経
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営実績を示している． 

プラットフォーム存続条件を満足する４つのレバー設定の戦略と，Palmの PDA事業の戦

略を照合したものを表 3-2に示す． 

 

表3-2 シミュレーション結果とPalm戦略の比較 

  

 

Palmが初期に採用した戦略は，プラットフォーム存続条件のすべてを満足してはいない

が，短・中期的には外部補完事業者も含めて安定した事業を可能としている．PDAという新

しいアーキテクチャをもった製品市場が急激に拡大をしていく状況にあっては，市場拡大に

重点を置いた戦略よりも，利益獲得を優先した戦略を採用することは合理的判断であったと

いえる． 

PalmSourceとなってからは，Windows CEなどとの競合が激化してきている中で戦略を

考える必要があった．PDA市場におけるプラットフォーム企業の地位を維持するためには，

Palm OSを採用する PDA市場のネットワーク効果を最大化し，プラットフォーム価値を高

める必要があった．そのためには，自社の獲得利益を幾分か犠牲にしてでも，ユーザーや外

部補完事業者を増やすことが重要であった．そのために，完成品販売から撤退し，Palm OS

のライセンスに集中したことは，本研究のシミュレーション結果からも合理的判断であった

ということができる． 

その一方で，Palmの利益を最大化する戦略として，オープン･ソース戦略の可能性があげ

られる（No.08 [1-3-2], No.17 [2-3-2], No.26 [3-3-2]）．オープン･ソースとして OSを無償で

提供すると，互換性や相互運用性に問題が発生する可能性がある．また，これらの潜在的な

問題を防止するために，プラットフォーム維持コストが増加することも考えられる．しか
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し，これらのリスクを回避することが出来れば，OSをオープン・ソースとして提供し，市

場規模を継続的に拡大させるとともに，自ら製品を市場に投入することによって，獲得利益

を最大化できた可能性がある． 

同じ PDA市場でプラットフォーム企業を指向するMicrosoftや，PDA市場と競合する携

帯電話市場との競合を考えれば，Palmは一時的に自社の利益を減ずることになるとして

も，プラットフォーム企業として Palm OS市場の拡大を図ることが戦略として最も重要で

あった．特に，急激に拡大をする携帯電話市場との競合を考慮すれば，Palm OSの市場規模

を拡大させ，ネットワーク効果を活かして携帯市場を抑え込む戦略が有効であったと考える

ことができ，Palm OSのオープン・ソース化は考慮すべき戦略であったといえる．実際に，

2011年には，Palm OSの後継であるWeb OSが，HPによって OSS（オープン・ソース・

ソフトウェア）として公開されている． 

3.4.2 モデリング手法としての可能性評価 

本研究では，Gawer and Cusumano (2002) による「４つのレバー」を分析フレームワー

クとして用い，プラットフォームの基本モデルを設計した．Palmの PDA事業を対象とし

て，基本モデルの内生変数の調整をおこない，コンピュータ・シミュレーションによって

Palmの PDA事業における戦略再現と評価を試みた．シミュレーションの結果は，Palmの

戦略を再現するとともに，その戦略が状況に応じて合理性を持っていたことを示している．

この結果は，「４つのレバー」が定性的な分析だけではなく，定量的な出力をおこなうモデル

の分析フレームワークとして利用できることを示しており，定性的な経営戦略を外生変数と

して，定量評価を可能にするモデル設計手法であるといえる．Palmの事例に限らず，他の

プラットフォーム戦略を採用する市場においても，3.1.2章に示す「プラットフォーム基本モ

デルの概念図（図 3-1）」を基に，市場構造をモデル化することによって，プラットフォーム

戦略を「４つのレバー」を分析軸として定量的･動的に評価することが可能である．たとえ

ば，いずれもプラットフォーム企業として君臨する IntelやMicrosoftの戦略を，定量的か

つ動的に比較することが可能となり，「４つのレバー」がどのような影響を与えているのかを

事例間で評価・比較を行うことが可能となる．新たにプラットフォーム戦略を設計しようと

する企業にとって，自社の戦略設計に多くの有益な情報を提供することができる可能性があ

る． 

一方で，本研究で用いたシミュレーション手法は，過去の戦略分析に有効であるだけでは

なく，将来採るべき戦略について新たな選択肢を示すものでもある．実際に Palmは PDA
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事業において OSS戦略を採用することはなかったため，事例分析の対象とすることができ

ない．しかし，モデル上に OSS戦略を仮想事例として構築することによって，OSS戦略の

有効性について評価することが可能である．つまり，実際の事例 Xを再現可能なモデルを用

いて，事例 X1, 事例 X2, 事例 X3 …と仮想事例 Xnをシミュレートすることによって，将来と

るべき戦略についての評価が可能となるのである．言い換えると，シミュレーションを事例

分析と並列に利用することによって，戦略の有効性に関する有益な情報をあらたに収集する

ことが可能になるのである． 
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第４章 戦略命題ゲーミング手法 

本章では，砂口・佐藤 (2017b) の研究に基づき，戦略命題ゲーミング手法とその有効性に

ついて論じる．まず，既存のプラットフォーム戦略に関する研究の中から，対象として取り

扱う基本的戦略命題 の分析フレームワークを抽出する（プラットフォーム戦略を，プラット

フォーム企業と外部補完事業者の関係に着目して分析する）．抽出したフレームワークが妥当

かどうか（プラットフォーム企業と外部補完事業者の関係で，プラットフォーム戦略を説明

可能か）を検証するために，抽出したフレームワークを基に過去事例をモデル化する．その

モデルを用いたシミュレーションをおこなうことによって，抽出したフレームワークによっ

て事例の戦略説明が可能であることを確認する． 

次に，分析フレームワークの中から選んだ基本命題より，行動原理を抽出するための 

𝑅(𝑥) を組み込んだ命題 𝑃(𝑥)^𝑅(𝑥) → 𝑄(𝑥) を定義し，それを数理モデルとして設計する．

設計したモデルを用いたシミュレーションを実行し，その結果を実際の過去事例と比較する

ことによって，モデルの正当性を保証する． 

モデルの正当性を確認したのち，第２章で論じたゲーミングとシミュレーションを併用す

る手法を用い，ゲーミングによって反証可能命題を検証する．また，ゲーミングによって抽

出されたシナリオを拡張したシミュレーションをおこない，ゲーミング結果の解釈に対して

補足をおこなう． 

以上のプロセスが戦略命題ゲーミング手法であり，基本命題そのものの真偽を評価すると

ともに，基本命題を成立させる条件 𝑅(𝑥) について評価することによって，基本命題が成立

するためのより詳細な条件を与えること，つまり戦略命題の精緻化をおこなう． 

 

4.1 はじめに 

企業の成長のために経営戦略としてある方向性を定めて新製品の開発から販売を行ってい

くことの重要性はいうまでもない．しかし，驚くような新製品を常に出し続けることで成長

を遂げていくことを続けていくのは一般に困難である．さらに，イノベーションを行った企

業が成功するよりも，IBMの PCやセイコーのクオーツ時計，VHSレコーダのように，他

社のイノベーションを応用した製品で大きく成功した企業の事例も多い (Teece, 1986)．イノ

ベーションの初期の成功はそれだけでは成長をもたらさないのである． 

ビジネスのグローバル化が進展し経営環境の変化が速くなるにつれて，製品とプラットフ
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ォームを結び付けて，製品提供をシステムとしてとらえて成長することの重要性が指摘され

ている．その場合も，プラットフォームとエコシステムの関係のあり方が成長に影響する．

たとえば，インテルは 1990年代のMPUをプラットフォームとしてビジネスを行った 

(Gawer and Cusumano, 2002)．インテルは PCを製造せず外部補完事業者が成長したこと

が，結果として，インテルの成長をもたらした．その場合，プラットフォームとしての

MPUに対して，補完ユーザーグループは，チップセットメーカー，OEMメーカー，個人の

PCユーザーである．インテルはチップセットメーカーの市場に対しては参入することを選

んだが，OEMパソコン市場という補完市場に参入しなかった．しかし，戦略策定の当事者

であるインテルのトップであったバレットの言葉として「PC製造に参入していたら，イン

テルはもっと成長していただろう．」(Burgelman, 2002) という指摘もあるし，また，外部

補完事業者の市場であったマザーボードにもインテルは参入したのである．一方で，インテ

ルは通信の規格作りと半導体製造という補完市場への参入では失敗した．プラットフォーム

企業にとって，いつ，どの補完市場に参入して，自社の成長につなげるのが妥当なのであろ

うかという大きな問題があるのである．本論文は，プラットフォーム概念を明示した上で，

この問題の一定の解答を得るための分析を示すと同時に，分析の方法論を提案するものであ

る． 

 

4.2 プラットフォームと補完市場の成長について 

本節でこれまでの主要な研究における，プラットフォームの特徴と補完市場の拡大を通じ

たプラットフォーム企業の成長についての本論文の観点から主な研究をまとめ，次節で本論

文の提案を述べる． 

Rochet and Tirole (2003) はプラットフォームに関する基本的研究である．彼らは，プラ

ットフォームを利用してビジネスを行う企業群を，買い手側ユーザーと売り手側ユーザーと

して認識したとき，それぞれに対してプラットフォーム・プロバイダー（プラットフォーム

企業）がハードウエア，ソフトウエア，サービスを提供する異なる市場が存在するために，

プラットフォーム企業は２つの市場を持つことを指摘した上で，どのような価格付けがプラ

ットフォーム企業における最適価格政策になるかを分析した．たとえばクレジットカードの

サービスを提供する VISAや American Expressという国際ブランドが，売り手である店舗

へ提示するサービスである売上交換手数料（売上の一定率を国際ブランドへ支払う）と，買
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い手である個人の年会費は，プラットフォームのサービス利用価格だけでなく価格の構造も

それぞれ異なることの合理性を説明した．Eisenmann, Parker and Van Alstyne (2006) も

異なるユーザーグループへの価格付けが合理的であることを述べ，WTAに至る条件を含

む，プラットフォーム企業間の競争における種々の要因と事例を説明した． 

成長をねらう経営戦略としては，２面性市場の最適均衡価格の存在性にとどまらず，プラ

ットフォーム戦略としてビジネスを変換し自社を成長させていくダイナミックな方法につい

ての知識を得ることが重要である．特に，Teece (1986) の指摘を踏まえ，自社のプラットフ

ォームと組み合わせて使用される補完製品や補完部品，補完サービス，それらを提供する外

部補完事業者が重要である．イノベーション戦略の分析ではプラットフォームの事例も多く

取り上げられる．なかでも，多くのモジュールで構成される製品であり，産業と社会に大き

な影響を及ぼしつつあるモジュール型のプラットフォームとしてのコンピュータに関連する

事例が多い．Gawer and Cusumano (2002) はインテルの PCIバスと USBの規格の開発と

その後の多世代にわたるMPU開発，マイクロソフトや Cisco, NTT Docomo, Palmなどの事

例によって，プラットフォーム企業と外部補完事業者やビジネス・エコシステムとのダイナ

ミックな関係について分析した．すなわち，自社がエコシステムのどこを担うかという企業

の範囲，製品化技術，外部補完事業者との関係，自社内でエコシステムを担当する内部組織

の４側面である．プラットフォーム戦略をその４側面への関与の程度によって特徴づけて，

それらを４つのレバーと呼んだ．また，インテルの組織内部の観察に基づいて戦略策定プロ

セスを述べた Burgelman (2002） は，トップとミドルがイノベーションと経営戦略に関わ

る意思決定を行うプロセスを記述した．Burgelmanはプラットフォームという概念をモジュ

ールと同義的に用い，MPUの世代を変更しながらチップセットとマザーボードという補完

部品をインテルの本体事業に含めた経緯を説明し，戦略策定上の要点として多くの「洞察」

という文章による分析を示した．Evans, Hagiu and Schmalensee (2006) は，特にソフトウ

エア・プラットフォームに限定して，多くの事例について技術とビジネスの歴史的展開を詳

しく述べ，それぞれが特殊な状況をもつが，プラットフォームの買い手と売り手の補完ユー

ザーグループが成長して成功することの要因を指摘した．Evansらはプラットフォームが成

長する多くの事例を述べており，たとえば，夏野 (2000) の英訳本に基づいて，iモードが当

時のインターネットと携帯端末を組み合わせたビジネスを展開するにあたり，補完ユーザー

として携帯電話メーカー，ネットバンキングや占いなどのホームページ作成を通じてサービ

スを提供するコンテンツ・プロバイダー，そして最盛期に 1日当たり２万人ずつ増加した個
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人ユーザーという３種類のユーザーグループの関連の仕方と歴史的発展を述べている．Teece 

(2009) は補完資源の扱いとして，提携や自社保有や契約による獲得といったことの経営戦略

的な重要性が，プラットフォームの提供や利用という形態で行われることが多くなったこと

に鑑み，その分析の必要性を指摘した．しかし，Teeceはプラットフォームの具体的な分析

枠組みは示さなかった．Chesbrough (2011) は，製造業でもプラットフォーム化が進に成長

を遂げていることを，半導体製造の TSMCやジェットエンジンの製造販売をサービス化して

いる例などを通じて示したが，分析枠組みの提示は行っていない． 

Gawer and Cusumano (2002) と Cusumano (2010) は最重要な成長のための戦略として

プラットフォームを挙げた．その際には，事業をプラットフォームに変換するとともに，エ

コシステムの中の企業の成長を通じた自社の成長がひとつの重要な視点であることを指摘し

ている． 

戦略理論が提示する言明を戦略命題と呼ぶことにする．戦略命題は戦略に関する一般命題

であり，ひとつの企業のある事業についての事例や複数企業についての調査，インタビュー

といったことを論拠にしてその正しさが確認される．こうした事情から，あまねく成立する

自然科学の理論と対比させた場合に，社会科学は個別文脈における関係性の理論を提供する

といわれることもある (加護野・井上, 2004)．一般的な形で述べられた戦略命題が成立する

範囲は，狭く限定されているのである．Cusumano (2010) も指摘するように，マネジャー

が自らの状況で戦略命題を使うためには，命題に使われる概念とさまざまな事例から学んだ

教訓を自分の置かれた状況に応用する方法を編み出さねばならない．マネジャーが一定の法

則や特定状況で法則から導かれるプラクティスを編み出すためには「経営環境に応じて柔軟

に適用する仕組み (Cusumano, 2010)」で考える必要があるのである．重要な基本命題のよ

うな一般命題についての解釈はかなり幅があるので，命題を特定状況に適用する際に，相反

する解釈さえ生み出しかねない． 

プラットフォーム企業の成長はエコシステムの成長を通じてなされるという言明をインテ

ルの場合に適用すると仮定する．補完市場である PC市場への参入について，参入する／参

入しないという戦略のいずれかが間違っているのか，あるいは，どちらも正しくて，命題の

中の前提条件が省略されているだけなのだろうか．これは戦略命題を行動原理に翻訳するこ

とに困難があることを示す例である．戦略的命題を行動原理に翻訳してより具体的にするこ

とは，戦略をさらに年次計画などの実行プログラムに展開するための方向付けとしてなくて

はならないものなので，この困難を解決にむける考え方と方法を開発することはプラットフ
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ォーム戦略論の重要な課題である． 

企業の戦略的決定の具体的状況は特殊であって，命題が抽出された状況とは相当に異なっ

てしまう場合が多いことが予想される．プラットフォーム戦略論を発展させていくために

は，戦略的命題から行動原理を導き出す方法が必要なのである．そのため，本論文は次の２

つの目標を設定する． 

（１）基本的命題から導かれる，インテルの PC市場への参入に対する相反する行動原理

が主張される理由を明らかにする． 

（２）上の目的を達成するために，戦略命題から行動原理を導く方法として戦略命題ゲー

ミング手法を提案する．同時に，時間的展開との対応を理解できることと，その妥当性や実

行可能性を評価する． 

次節では，本論文で用いるプラットフォームと補完ユーザーを定義する． 

 

4.3 連携可能プラットフォーム 

4.3.1 プラットフォームの定義 

プラットフォーム戦略論では，プラットフォームとしてのビジネスプロセスと組織間関

係，プラットフォームの戦略的レントの獲得と進化を考える．ビジネスプロセスやサプライ

チェーンといった従来の認識を超えて，２面性市場を持つネットワーク，ネットワーク効

果，サイド間ネットワーク効果，間接ネットワーク外部性，直接ネットワーク効果，ネット

ワーク外部性などの概念が，プラットフォーム文献や戦略文献で使われる．また，

Cusumano (2010) は，モジュール概念との歴史的関連を指摘もしている． 

本論文では，これまでのプラットフォーム論を踏まえながら，より明確に定義するため

に，Cusumano (2010) の産業プラットフォームと Rochet and Tirole (2003) の２面性市場

を持つシステムの概念によって定義する． 

 

定義 1．連携可能プラットフォーム 

連携可能プラットフォームとは，全体としてユーザーに提供されるシステムを構成する製

品やサービスにおける基盤的・中核的テクノロジーであって，補完的な製品や補完サービス

と共に，ユーザーに保有や使用の価値を提供するものである．その際に，プラットフォーム

を用いる売り手側と買い手側のユーザーグループがいて，双方にとって，一方のユーザー数
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が増えることが他方にとって魅力になるという効果がある仕組みになっていること，つま

り，連携することによって好循環が発生しうる構造を持つことである． 

 

連携可能プラットフォームの上記の定義に，多面プラットフォームであるだけでなく，好

循環を生じうるようなユーザー間の関係があることが含まれている点に注意されたい．たと

えば，スーパーマーケットは，卸売り業者という補完ユーザーと購買顧客という補完ユーザ

ーがいて，全体として流通販売のシステム（ネットワーク）を形成している．しかし，スー

パーマーケットの場合は，納入業者と顧客という異なるユーザーグループ間に取引はなく，

好循環も働かない．そのため，スーパーマーケットは連携可能プラットフォームではない． 

 

定義 2. 連携可能プラットフォームの補完ユーザー 

ある企業や個人がプラットフォームの補完ユーザーであるとは，そのユーザーがプラット

フォームの機能を使い，かつ，それら企業や個人がプラットフォームとの関係を保持するこ

とに便益や効用を得ていることである． 

 

連携可能プラットフォームは，補完製品とプラットフォームとの全体で，初めて価値を生

む．連携可能プラットフォームはあるシステム―プラットフォームと補完物で構成される―の

一部である． 

本論文の以下の議論では，連携可能プラットフォームを単にプラットフォームと呼ぶ．ま

た，外部補完事業者の市場を補完市場と呼ぶことにする．通常は複数の補外部完事業者のグ

ループがエコシステムの中に存在しそれぞれのビジネスを行っているので，補完市場は複数

ある． 

4.3.2 プラットフォーム戦略の狙いを表す命題 

Gawer and Cusumano (2002), Cusumano (2010) が指摘するところのプラットフォーム

として成功する企業の戦略を，次のような成長する方策を述べた基本命題として取り出すこ

とができる． 

 

プラットフォーム企業の成長ための基本命題：T1 

「プラットフォーム企業が成長するためには，そのプラットフォームの周りに出現しつつ

あるエコシステムに参加する外部補完事業者が利益を得る市場が成長することである．」 
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ここで，プラットフォーム企業とはプラットフォームを提供している企業のことである．

この命題が指摘するのは，プラットフォーム企業の場合には，自社が成長するために，エコ

システム内の補完ユーザーが全体サービスを進化させ，さらに，サイド間ネットワーク効果

を利用して好循環を実現しようとすることである． 

基本命題 T1は，２節で述べたプラットフォーム戦略論の諸研究と整合している内容であ

る．また，プラットフォーム概念を用いないで，補完的な資源や製品に関する経営戦略を扱

った研究 (Porter, 1985; Teece, 1986) では述べられていないことである． 

基本命題 T1は補完市場へ参集する条件については限定していないので，基本命題を利用

しようとする状況では，次のような，相反する命題 A0と B0として基本命題を理解するこ

とが可能である．もととなる基本命題から推論によって分析していくという方法ではなく，

自社の状況に適用するために，基本命題には明示されていない自社の状況を入れ込んだ時の

命題の意味を吟味することになる． 

 

命題 A0「プラットフォーム企業が成長するためには，自社は参入せずに，外部補完事業

者の成長を促すことによって，補完市場を成長させることが十分条件である．」 

命題 B0「プラットフォーム企業が成長するためには，補完市場に自社も外部補完事業者

のひとつとして参入して，補完市場を成長させることが十分条件である．」 

 

命題 A0における一般概念であるプラットフォーム企業をインテルという個別名詞に特定

し，さらに，補完市場をパソコンの OEM市場に具体化すると，それぞれの命題は，命題 A, 

Bとなる．それぞれの命題は，インテル社の従業員のインタビューとして現れたものであ

る．命題 A0は Gawer and Cusumano (2002) にあり，命題 B0は Burgelman (2002) にあ

る． 

 

命題 A「インテルは，（保有自体を PCユーザーが望んでいるような）プロセッサというプ

ラットフォームを作るのであって，プラットフォームの補完市場であるプログラムを直接作

るのではない．」 

命題 B「インテルが，プロセッサだけでなく，PC製造に乗り出していれば，もっと成長

しただろう．」 
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論理的な関係として，命題 Aが成立しなければ，命題 A0も成立しない．命題 Bが成立し

なければ，命題 B0も成立しない．命題 A0と B0双方ともが成立しなければ，基本命題も成

立しない．しかし実務的に重要なことは，論理学的な真偽だけでなく，基本命題が真となる

ような有意味な状況を見出すことである． 

なお，プラットフォーム論の命題は上記の基本命題に限るものではない．たとえば，

Gawer and Cusumano (2002) では，ほかにも多くのことがらが指摘されている．戦略命題

の真偽を明らかにする方法として戦略命題ゲーミング手法を次節で提案するが，真偽判定の

ための問題状況を設定する必要があって，一度にすべての命題を扱うことはできない．その

ため本論文では基本命題についてのみ注目する． 

 

4.4 戦略命題ゲーミング手法による基本命題の行動原理化 

戦略命題から行動を導き出すためには，命題に行動原理を対応させ，さらに予算策定を通

じた行動計画策定のような「プログラミング」という詳細化が必要である．そのため，行動

原理という概念を使う． 

ゲーミングは仮想的な戦略的決定のシナリオを見出すために用いることが可能なシミュレ

ーション手法と考えられる (Greenwald and Kahn, 2007)．つまり，分析対象を模擬的にモ

デル化したゲームにおいて，起こりうるあらゆる可能性を想定するのではなく，シミュレー

ションの参加者である人間プレーヤーに役割を割り当て，人間プレーヤーの判断をうまく取

り入れながら，ゲームを１段階ごとに進めていくことで，起こりうる可能性が高いシナリオ

や有意味なシナリオを得るのである．ここでシナリオとは，ゲームの中での決定の結果の列

で構成される経緯のことである．戦略を決定の時系列に落とし込んだものが，シナリオであ

ると解釈可能である．複数のシナリオが有意義なものとして見出されると考えられ，それら

のシナリオを事例分析として用いることで，「理論を検証し，検証に耐えない理論を排除す

る」働きを持たせることが可能と考えられる．同じ種類の行動をまとめて行動原理として認

識しうる．たとえば「PC市場に参入する」ということが行動原理であり，それを受けて，

いつ，どういう規模で行うかという行動に詳細化される． 

4.4.1 戦略命題ゲーミング手法の提案 

Greenwald and Kahn (2007) はゲーム利用の可能性を指摘したのみで具体的なゲーミン

グ利用の方法を提示しなかった．本論文では方法を提示し，ゲーミングを実施してプラット
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フォーム企業の基本的命題を「反証」するための状況を設定し，解釈の幅を広げ得ることを

示す．その方法を戦略命題ゲーミング法と呼ぶ 

戦略命題ゲーミング法は，以下の手順とゲーミングモデルを使って，戦略命題の真偽を試

すことができる一種の境界状況を出現させ，戦略命題の精緻化を図り，さらには，マネジャ

ーにとってのその命題の解釈を豊富にしようとするものである． 

手順 

（１）戦略命題の基本的命題を設定する．その際に，既存研究で共通的に主張される重要で

一般的な言明を選定する．以下で基本的命題を基本命題と呼ぶ． 

（２）基本命題は一般的で抽象化された記述レベルにあることが多い．そうした場合には，

基本命題を反証できるようにするために命題の前提部を詳細化・特定化する．そうして

得られた反証可能な命題を命題 Zとする．命題の反証については手順の記述の後に述べ

る． 

（３）命題 Zを解釈できるようなゲーミング結果を出しうるゲーミングモデルを作成する． 

（４）再現性の確保 

そのゲーミングモデルが過去の業績の時間変化を定性的に再現できることを確認する．

再現できるように，ゲーミングモデルのパラメータを調整したり，再構築したりする． 

（５）命題 Zを反証できるように，ゲーミング実行計画を設計する．必要があればゲーミン

グモデルを変更し，詳細化や簡単化を行う．変更した場合も再現性も確保する． 

（６）人間プレーヤーによって，策定したゲーミングモデルによるゲーミングを実施する． 

（７）ゲーミングの結果を評価し，命題 Zの真偽を確かめる． 

（８）基本命題と命題 Zについての説明がゲーミングの結果を解釈することにおいて豊富に

なっていなければ，命題選定やゲーミングモデルの変更を行い，問題となっている戦略

に関する基本命題が成立する範囲を確定させることを目指して再設定する． 

 

戦略命題の反証について述べる．まず，戦略命題が一般命題であるというのは，「任意の企

業について，Pであれば Qである」という形の命題である(1)．基本命題は， 

「プラットフォーム企業が成長するためには，プラットフォームの周りに出現しつつある

エコシステムに参加する外部補完事業者が利益を得る市場が成長することが必要である．」 

と主張する．これは一般命題として P, Qという記号を使うと次のように言い表せる． 

任意のプラットフォーム企業について，Pであるとは「そのプラットフォームの周りに出
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現しつつあるエコシステムに参加する外部補完事業者が利益を得る市場が成長する」ことで

あり，Qであるとは，「そのプラットフォーム企業が成長する」ことである．このとき，基

本命題は「任意の企業について，Pであれば Qである」ことを主張する．記号では P→Qと

いう命題で表せる． 

基本命題 P→Qに対する反例が見つかったとする．つまり，Pかつ notQであるような事

例があったとする．この際に，Qであるためには Pという条件だけでは不十分であることが

あり，別の条件も追加して考えると Qが成立する場合がある．いま，Rとして「プラットフ

ォーム企業が補完市場である PC製造に外部補完事業者のひとつとして参入する」ことを表

す命題を追加し，反証可能な命題として(P∧R)→Qを考えることができる．(P∧R)は Pであ

りかつ Rであることを表す．「Pならば Qである」という元の主張には含まれなかった新た

な条件を導入して，ゲーミング結果のデータと対応させられるようにするのである．なお，

このような，元の命題を反証しつつ，新たな条件を導入して，分析の精緻化を行う研究は

我々が初めてではない．たとえば，経営資源戦略論の基本概念である経営資源の存在を具体

的に示したMiller and Shamsie (1996) の映画業界の変動の分析がある．（たとえば，有名映

画俳優との専属出演契約という固定的資源の保有が，娯楽支出が少なかった時代には有利な

経営資源であったが，人々がより娯楽を求めるような時代へと発展すると，もはや競争優位

には結び付かなかったことを示した．） 

戦略命題を反証可能にするゲーミングモデルとは次の（１）～（３）を満たすことであ

る． 

（１）ゲーミングモデルが，「Pならば Q」とその否定の「Pかつ notQ」 という現象を観察

しうるようなパラメータ設定になっていること．もしその現象が観察されれば，基本命題

が反証される．反証すること自体が目的ではなく，プラットフォーム企業が成長するため

に，どのような有効な条件や環境が必要なのかを追求して，プラットフォームの理論を拡

張することがねらいである． 

（２）過去の実例のデータを，定性的に再現できること（例えば，売り上げの推移，規模の推

移など．） 

（３）人間プレーヤーが解釈できるような出力を生成すること． 

 

戦略命題ゲーミング手法の段階は順番に沿って自動的だったり機械的にプロセスが進んだ

りするわけではなく，手順（８）で示唆されるように反復的である．また，反証を試みる過
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程で有効な概念を見出すことと，重要な示唆を与えるような命題の応用可能性を増すことが

ねらいである．この意味で，Eisenhardtの理論創造のための事例の利用と共通するものがあ

る．戦略命題の前提部を詳細化した特定状況で成立することが分かれば，命題の解釈が広が

り，戦略理論の頑健性が向上するのである． 

本論文では，手順（２）の基本命題を詳細化した命題 Zとして，基本命題の詳細化によっ

てえられ，かつ，互いに異なることを主張する命題 A,命題 Bを見出した．したがって，も

し，命題 Aも Bも反証されたたならば，基本命題が反証される．命題 Aと Bの形式的な形

を明記すると次のようになる．Sを「プラットフォーム企業が PC製造をおこない PC市場

に参入する」こととするとき，命題 Aは(P∧R)→Qであり，命題 Bは(P∧S)→Qである(2)．  

4.4.2 戦略命題ゲーミング手法による基本命題の分析 

前節に示した基本命題「プラットフォーム企業が成長するためには，プラットフォームの

周りに出現しつつあるエコシステムに参加する外部補完事業者が，利益を得る市場が成長す

ることが必要である」という言明に戦略命題ゲーミングを適用する．インテルのMPU事業

において，インテルが PC事業に参入すべきだったのか，また，補完市場への参入が自社の

成長に役立つための条件が何であるのかを分析する． 

PC製品市場におけるインテルと外部補完事業者の関係を図 4-1に示す．インテルをプラ

ットフォーム企業とし，チップセットおよびマザーボードを供給する事業者群を補完事業者

１，最終組立製品である PCを供給する事業者群を補完事業者２とする．つまり，これらの

外部補完事業者は単一の企業を指すのではなく，各々の事業領域内で活動する企業群をあら

わす．インテルのMPUはチップセットおよびマザーボードを製造する外部補完事業者に販

売される．一方で，MPUおよびチップセット，マザーボードの I/Oに関する規格情報は，

補完事業者１から補完事業者２へ，インテルから補完事業者２へ提供される． 

 

 

図4-1 インテルと外部補完事業者の関係 
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4.4.3 ゲーミングモデル 

図 4-1の関係を基にしたゲーミングモデルの概念図を図 4-2に示す．Gawer and 

Cusumano (2002) による４つのレバーのうち，「内部組織」を除く「企業の範囲」「製品化

技術」「外部補完事業者との関係」の３つ，および「事業投資」の４つの項目についてプラッ

トフォーム企業は意思決定をおこなう．補完事業者１および補完事業者２は，「事業投資」に

ついてのみ意思決定をおこなう． 

 

 

図4-2 ゲーミングモデルの概念図 

 

図 4-2のゲーミングモデルでは，４種類の意思決定項目を𝐿1, 𝐿2, 𝐿3, 𝐼𝑝, 𝐼𝑐1, 𝐼𝑐2として組み

入れてある．意思決定項目はゲームのプレーヤーが決めて入力する外生変数である． 

 

「企業の範囲（𝐿1）」は，プラットフォーム企業が，自社のコア製品が最終製品において占

める価値をどの程度に設定するかを決定する項目であり，次の[1]～[3]より選択する． 

[1]：製品価値の 40% [2]：製品価値の 30% [3]：製品価値の 20% 

 

「製品化技術（𝐿2）」は，プラットフォーム企業が，自社のコア製品に関する技術情報を補

完事業者１と補完事業者２に対し，どのように開示するのかを決定する項目であり，次の[1]
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～[3]より選択する． 

[1]：補完事業者１,２ともに有償開示 [2]：補完事業者１に有償開示，補完事業者２に無

償開示 [3]：補完事業者１,２ともに無償開示 

 

「外部補完事業者との関係（𝐿3）」は，プラットフォーム企業が，外部補完事業者の事業領

域に参入するか否かを決定する項目であり，次の[1]～[4]より選択する． 

[1]：補完事業者１,２の事業領域に参入 [2]：補完事業者１の事業領域に参入 

[3]：補完事業者２の事業領域に参入 [4]：補完事業者の事業領域に参入しない 

 

「事業投資（𝐼𝑝, 𝐼𝑐1,  𝐼𝑐2）」は，プラットフォーム企業および補完事業者１, ２が自社の事

業領域にどれだけの追加投資活動をおこなうかを決定する項目であり，次に示す範囲内で数

値の入力をおこなう． 

[プラットフォーム企業]：0 ≤ 𝐼𝑝 ≤ 200 ,  [補完事業者 Cn（n=1, 2）]：0 ≤ 𝐼𝐶𝑛 ≤ 400 

 

ゲーミングモデルは図 4-2の構造を持ち，現在を第 n期とするとき，第𝑛期の市場と組織

の状況においてプレーヤーが入力する𝐿1, 𝐿2, 𝐿3, 𝐼𝑝 , 𝐼𝑐1 , 𝐼𝑐2によって，第𝑛 + 1期の市場と組

織の状況を計算する．市場と組織の状況からプラットフォーム企業や外部補完事業者の売上

と利益が定まるゲーミングモデルの計算式を付録 1に示す． 

各プレーヤーの入力値に基づき，次の手順で計算が実行される．まず，プレーヤーの入力

値によって，市場規模を次のように計算する．𝐿1, 𝐿2, 𝐿3は[1]から[4]までの入力に対し，市

場規模拡大倍率があらかじめ設定されており，𝐿1および𝐿2で決定される市場規模倍率𝑀𝐿1お

よび市場規模倍率𝑀𝐿2は， 

 

𝑀𝐿1[1] < 𝑀𝐿1[2] = 1 < 𝑀𝐿1[3] 

𝑀𝐿2[1] < 𝑀𝐿2[2] = 1 < 𝑀𝐿2[3] 

 

とする．「外部補完事業者との関係（𝐿3）」は，プラットフォーム企業の参入が最終製品事

業を縮小させる事例では，市場規模倍率𝑀𝐿3を， 

 

𝑀𝐿3[1] < 𝑀𝐿3[2] = 𝑀𝐿3[3] = 1 < 𝑀𝐿3[4] 
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とし，プラットフォーム企業の参入が最終製品事業を拡大させる事例では，市場規模倍率

𝑀𝐿3を， 

 

𝑀𝐿3[2] = 1 < 𝑀𝐿3[4] < 𝑀𝐿3[1] < 𝑀𝐿3[3] 

 

とする．また，𝐼𝑝 , 𝐼𝑐1 ,  𝐼𝑐2が 0の場合，市場規模倍率𝑀𝐼𝑝, 𝑀𝐼𝑐1, 𝑀𝐼𝑐2は 1とし，𝐼𝑝, 𝐼𝑐1,  𝐼𝑐2の

設定に対応して，一定の割合で市場規模倍率𝑀𝐼𝑝, 𝑀𝐼𝑐1, 𝑀𝐼𝑐2は増加する． 

これらすべての市場規模倍率を，前期市場規模実績に乗じることによって，今期の市場規

模実績を決定する． 

市場規模実績を基に，「企業の範囲（𝐿1）」の設定に応じてプラットフォーム企業占有市場

規模が計算され，市場規模実績からプラットフォーム企業占有市場規模を除した部分がそれ

ぞれのプレーヤーの競争力に応じて按分され，当期の売上となる．市場競争力には，プラッ

トフォーム企業がもっとも高く，補完事業者１，補完事業者２の順に初期値が下がる設定と

する．外部補完事業者の市場競争力は「製品化技術（𝐿2）」の設定に応じて一定の割合で加算

される．また，「事業投資（𝐼𝑝 , 𝐼𝑐1 ,  𝐼𝑐2）」によっても，一定の割合で加算される． 

各プレーヤーの売上実績に対して，一定の割合でコスト実績が発生するものとする．ま

た，市場規模実績値の 20%を技術情報の整備や業界活動などのプラットフォーム維持コスト

とし，プラットフォーム企業がコストとしてこれを負担するものとする．最後に，売上実績

からコスト実績を除した値を当期の獲得利益とする．  

4.4.4 過去の業績の再現性の検証 

モデルの妥当性を確認するために，インテルが実際にMPU市場で行ったことを，本研究

のモデルを用いたコンピュータ・シミュレーションにより再現できることを示す． 

インテルは，i486の後継として 1993年にペンティアムを市場に供給を開始した．インテ

ルはMPUやチップセットの仕様は公開しなかったものの，ペンティアムの I/O仕様をライ

センスすることによって，他の業者がペンティアムに対応したチップセットを製造・販売す

ることを積極的に推進した．MPUの互換製品を市場から排除することを目的として，イン

テルはMPUに関する知的財産権を主張し，MPUの設計技術や製造技術をオープンに提供

することはなかった．しかし，MPUの性能を最大限に発揮させるために必要なチップセッ

トについては，自らが市場に参入するとともに，他ベンダーにMPUとのインターフェース

に関する情報を提供した．また，最終製品（PC）販売業者や周辺機器ベンダーが積極的にペ
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ンティアム市場へ参入することを促進するために，本格的にマザーボード市場にも参入し

た．MPUが周辺機器をコントロールするための仕様（PCIバスや USBなど）は一般に無償

で公開され，周辺機器ベンダーはこれらの仕様を基に機器の製造・販売が可能となった． 

インテルが供給する３つのMPU製品群について，それぞれの製品群が最終製品（PC）に

占める価格の平均割合を調査した結果は，[Core-i3：28.8%]，[Core-i5：28.6%]，[Core-i7：

27.8%]となっている．いずれのMPU群も製品価格の 30%近くをMPUが占めており，イン

テルが占有する市場は全体市場の 30%弱を占めていることを示している（付録 2）． 

以上の過去事例に基づき，ペンティアム投入時にインテルが採用した戦略を前節の意思決

定項目に置き換えると，次のとおりとなる． 

 𝐿1 = 2（最終製品である PCに占めるMPUの価値を約 30%程度に設定） 

 𝐿2 = 3（I/Oに関する規格情報を無償で提供） 

 𝐿3 = 2（チップセットおよびマザーボード市場へ参入，PC市場へは参入しない） 

 𝐼𝑝, 𝐼𝑐1,  𝐼𝑐2 = 0（追加投資はゼロ） 

上記の𝐿1, 𝐿2, 𝐿3, 𝐼𝑝, 𝐼𝑐1, 𝐼𝑐2を入力値として，10期（10ラウンド）までコンピュータ・シ

ミュレーションをおこなった．1993年から 2002年までのインテルの営業利益の推移と，本

研究のシミュレーションによって得られた R1から R10までの市場規模推移を図 4-3に，獲

得利益の推移を図 4-4に示す．市場規模は JEITAのデータを基に，日本市場における PC出

荷台数を用いた．インテル獲得利益は Gartner Data Questのデータを用いた．実績値，シ

ミュレーション結果ともに，1993年（もしくは R1）の値を 100として変換した数値をプロ

ットした（ゲーミングモデルのソースコードを付録 3に示す）． 

 

 

図4-3 市場規模の推移の比較 図4-4 インテル獲得利益の推移の比較 

 

2000年の ITバブル崩壊の影響を受けて，2001年にはインテルの営業利益の実績値は前
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年比マイナスとなっているものの，1993年のペンティアム発売以降のインテルの利益推移は

類似の傾向を示している．このことから，本研究で用いたモデルは定性的な成長の傾向が同

様なものとみなせるという意味で，インテルの事業成績に対して戦略がおよぼす影響をシミ

ュレートしていると判断できる． 

 

4.5 戦略命題ゲーミングによる分析 

本研究では，横浜国立大学で開発されたゲーミング環境である YBG（Yokohama 

Business Game）(白井, 2010) を利用してゲーミングを実施した．現在，日本の 100以上の

教育機関でビジネス体験授業にも利用されているという意味で，特殊なゲーミングをおこな

うものではなく，一般的なゲーミング環境であるといえる． 

本論文の戦略命題ゲーミングを実施するにあたり，大学教員２名と勤続 20年程度の社会

人４名の合計６名をプレーヤーとし，３人ずつで２つのチームを構成してそれぞれが独立に

同じゲーミングを行った．両チームの各プレーヤーは好業績をあげることを目的とし，１ラ

ウンドが 1年程度に相当するものとして，全 10ラウンドを１つのゲームとするゲーミング

をおこなった． ゲーミングモデルに 5.1節のように異なる２種類の初期条件を設定し，それ

ぞれのモデルを２つのチームが１度ずつ行い，４つのシナリオ（ゲームの結果）を得た．戦

略命題ゲーミングでは，特に何らの指定も行わずにプレーヤーがゲームを行い，その結果を

用いて基本命題と関連事項の検討を行うことができる． 

4.5.1 初期条件の設定 

過去にインテルがペンティアムを市場に投入する際，最終製品市場である PC市場に参入

することはなかった．もし，PC市場に参入していたと仮定した場合に，(1) 技術的競争劣位

にある外部補完事業者の同市場への参入が進まず，PC市場の成長が阻害された可能性が考

えられ，一方で，(2) インテルの参入によってイノベーションが促進され，新規ユーザーが

増加することによって外部補完事業者が積極的に市場へ参入し，PC市場の成長が促進され

たという可能性も考えられる．そこで，本研究ではそれら２つの場合についてゲーミングを

行う． 

4.5.2 実行結果 

ゲーミング結果の中から基本命題の反証にかかわる３つの結果を図 4-5から図 4-7に示

す． 
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(1) プラットフォーム企業の参入により最終製品市場が縮小する場合 

この結果を図 4-5に示す．図で縦軸 [左] がプラットフォーム企業，補完事業者１および

２の獲得利益を，縦軸 [右] が市場規模実績を示す． 

 

 

 

図 4-5 （結果１番）市場規模と獲得利益の推移 

 

(2) プラットフォーム企業の参入により最終製品事業が拡大する場合 

２つのチームによるそれぞれの結果を図 4-6, 4-7に示す．縦軸 [左] がプラットフォーム

企業，補完事業者１および２の獲得利益を，縦軸 [右] が市場規模実績を示す． 

 

 

 



 

67 

 

 

 

図4-6 （結果２番，３番）市場規模と獲得利益の推移 

 

図 4-6に示すとおり，ひとつのチームでは「参入事業領域（L3）」が示すように，全期を通

じてプラットフォーム企業は最終製品事業には参入しなかった．そして「企業の範囲

（L1）」および「製品化技術（L2）」を操作することによって，プラットフォーム事業をコン

トロールしようとした．１期から７期までは市場は順調に成長したものの，自社の事業は赤

字が続いた．８期以降，プラットフォーム企業は自社事業の収益改善のために，「企業の範囲

（L1）」および「製品化技術（L2）」をもっとも自社に有利と思われる設定（外部補完事業者

にはもっとも厳しい設定）とした．その結果，プラットフォーム企業は自社の収益改善に一

定の成功を収めたが，市場は縮小に転じることとなった． 
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図4-7 （結果４番）市場規模と獲得利益の推移 

 

一方で，他方のチームでは図 4-7に示すように，１期から 5期まではプラットフォーム企

業は最終製品事業には参入しなかった．６期ではじめて最終製品事業に参入し，最終製品事

業への参入が市場を拡大させたことをみて，７期以降も最終製品事業への参入を続けた．そ

の結果，市場は継続的に大きく成長し，それに伴いプラットフォーム企業の獲得利益も大き

く拡大した． 

4.5.3 命題の反証 

基本命題や命題 A, Bなどの検証と反証について述べる．まず，各命題をゲーム結果にどの

ように対応させるかを示す．説明を簡潔にするために，命題の中の言明を表す次のような記

号を導入する． 

P「そのプラットフォームの周りのエコシステムの外部補完事業者とプラットフォームと
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を合計した市場全体が成長する」 

Q「そのプラットフォーム企業の利益が成長する」 

R「プラットフォーム企業が補完市場である PC製造に外部補完事業者のひとつとして参

入しない」 

S「プラットフォーム企業が PC製造をおこない PC市場に参入する」 

このとき各命題は次のようになる． 

命題の検証や反証に当たって「成長する」とは，市場や利益について３期連続の傾向を示

すこととする．つまり，たとえば１期から３期まで市場が成長し利益が増加すれば，成長し

たとみなす． 

基本命題   P→Q 

基本命題の否定    P∧notQ 

命題 A         (P∧R)→Q 

命題 Aの否定      (P∧R)∧notQ 

命題 B         (P∧S)→Q 

命題 Bの否定      (P∧S)∧notQ 

命題 C S→Q 

命題 Cの否定      S∧notQ 

上で，命題 Cは命題 Bと関連させて考慮している．notBが成立すれば notCは成立す

る．一方， notCが成立しても notBが成立するわけではないが，notBに関する諸条件への

示唆が得られる可能性があるため，分析する． 

さらに，各ゲーム結果を吟味して，入力値を変更することで命題の意味解釈を広げること

ができると考えられる場合に，もともとのゲームの結果に対する感度解析的な方法として，

入力の一部を変更する．人工的に入力を変更してシミュレーションするのである．本論文で

は，図 4-5の結果を使い，6期から 8期までの入力を３期連続して同じ値とした．この結果

が図 4-5-2であり，これによって，レバー1，2，3の効果を命題 A に関連させて解釈でき

る． 

また，図 4-5の結果を命題 Bと命題 Cに関連させて解釈できるようにするために，図 4-5

の 9期と 10期を，８期の入力と同じレバー設定にしたものを図 4-5-3として計算した． 

 



 

70 

 

 

 

図4-5-2 （結果５番）図4-5の６，７，８期をシミュレーションで変更した場合 
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図4-5-3 （結果１番）図4-5の9期と10期をシミュレーションで変更した場合 

 

命題 Aと Bやその否定が，ゲーム結果において成立している状況をまとめると次の表 4-1

のようになる．表 4-1は，各命題が３つの連続する期において成立するゲーム結果を示して

いる． 
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表4-1 命題が成立するゲーム結果の期間とレバー設定の対応 

 

 

ゲーム結果１番から３番は命題 Aについての知見である．プラットフォーム企業であった

インテルが PC市場という補完市場に参入せずに成長することと，レバー1と 2の設定によ

って，外部補完事業者が利益を上げることとが同時に起こっていることが分かる．言い換え

れば，エコシステム全体の成長を促すことが自社の成長に必要である．インテルの場合に

は，PCIバスの規格の開発や，USBの規格開発による外部補完事業者のビジネスが拡大した 

(Gawer and Cusumano, 2002) ことがこれに対応すると解釈できる． 

結果３番（図 4-6の５期から７期）ではレバー1の設定として，自社製品が全製品（PC）

のコストの 40%を占める．市場が成長しているにもかかわらず，プラットフォーム企業の利

益が伸びていない．その理由は，市場が成長することによってプラットフォーム企業の売り

上げも増加するが，同時に，プラットフォームを維持するためのコスト，たとえば MPUの

周辺技術の開発や広告宣伝費などが増加し，MPUの売り上げ増と相殺するためである． 

ゲーム結果４番と５番を比較することで，命題 Bについての解釈が可能である．つまり，

PC市場にいつ参入すべきかの考察が可能になる．命題 Bは(P∧S)→Q であり命題 Bの否定

notBは(P∧S)∧notQである．命題 C の否定 notCは S∧notQ なので notCが成立する条

件であっても notBは成立するとは限らない．結果４番と５番をみると，レバー設定は同一

である．３者の投資額は３つの期で異なるパターンであるが，投資のパターンのちがいはそ

れぞれの命題が成立することには関わらない．（つまり，シミュレーションとして結果５番の

３期間の投資額を変更して結果４番と同じにした場合でも，結果５番について命題 notCが
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成立する．また，結果４番の３期間の投資額を結果５番に変更して計算しても，結果４番に

ついて命題 Bが成立する．） 

結果４番と５番のゲーミングモデルの設定の違いは，プラットフォーム企業が PC市場に

参入した場合の PC市場の伸び率のちがいである．結果４番の場合は，PC市場の成長率が

高くなる．つまり，PC市場の伸び率が，プラットフォーム企業も PC市場に参加して PCを

顧客に届けるスピードを増すことでさらに市場拡大のスピードに寄与する場合があるという

ことである． 

これらの分析によって命題 Aと Bを比較することができる．結局，プラットフォームの外

部補完事業者に技術情報などを無償提供するといった方法で，プラットフォーム上での外部

補完事業者のビジネスの拡大を促し，さらに，最終ユーザーで構成される PC市場の成長率

を見きわめることが，プラットフォーム企業の成長にとって重要であることがわかる．PC

市場の成長をプラットフォーム企業が早められるならば，プラットフォーム企業も最終的な

システムとしてのプラットフォーム製品である PC市場に参入することによって，自社の成

長を早めることができるといえる． 

PC市場の成長率を見極めることは簡単ではなかったと考えられる．PC製造にあたって

は，自社で工場を持つほかに OEMを利用することも可能であるほか，資金手当てや人員が

必要であるため，実施形態は単純ではない．したがって，成長率の見極めは困難である． 

4.5.4 戦略命題ゲーミング法の妥当性と命題内容の意義についてのアンケート 

戦略命題ゲーミング終了後，ゲーミングに参加した社会人プレーヤーを対象に，プラット

フォーム企業と外部補完事業者のビジネスの成長に関するアンケート調査をおこなった．す

べてのプレーヤーが，プラットフォームが成長するためには外部補完事業者の事業発展が必

要であり，プラットフォーム企業は外部補完事業者の事業を推進するべきである，と回答し

ている．また，プラットフォーム企業が最終製品市場に参入することについて，外部補完事

業者はこれを脅威と感じており，プラットフォーム企業も市場成長を阻害するリスクとして

認識していた． 

プラットフォーム企業を担当した二人のプレーヤーはいずれも，「プラットフォーム企業は

外部補完事業者と共栄共存すべき」「プラットフォーム企業は技術情報をオープンにすべき」

と回答しており，「プラットフォーム企業が成長するためには，プラットフォームの周りに出

現しつつあるエコシステムに参加する外部補完事業者が，利益を得る市場が成長することが

必要である」という基本命題を直感的に理解していることがわかる．プラットフォーム企業
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を担当したプレーヤーの一人は，最終製品市場に参入することにリスクを感じながらも，「シ

ナリオを理解し，機が熟した」と感じた時に最終製品市場に参入することを決めている．こ

れは，プラットフォーム企業の経営判断に対して，市場がどのように応答するかを理解する

ことが重要であることを示唆している． 

以上のことから，この度の戦略命題ゲーミングで扱った戦略命題と，手法と，分析結果に

関してプレーヤーは特に異常な現象を感ずることはない決定を行っているととらえられる．

したがって，本手法によって得られたゲーム結果の分析が異常で特異なものではないととら

えてよいことを示している． 

 

4.6 本研究の位置づけについて 

本論文はプラットフォーム企業の経営戦略を扱っている．戦略という言葉は日常的にも使

われるが，少なくとも大きく２つのレベルに分ける必要がある．経営戦略論については，定

型的なオペレーションのための，仕入れ数や生産数，販売価格や借入金額の決定は，経営戦

略レベルの決定ではない．たとえば，Barney (2002) などの標準的教科書がこれを指摘して

いる．経営戦略はビジネスを変換する方向や，新規事業の決定などを扱う．ある戦略の下で

の営業成績は，その戦略的方向性を具体的なビジネスの仕組みに落とし込んだ形や，組織

や，オペレーションの巧拙に大きく影響される．したがって，戦略を評価することは一般に

困難である．下平・寺野 (2004) は経営戦略に関わるこうした状況を，戦略とビジネス遂行

の間の恣意性や乖離としてとらえ「社長のジレンマ」と呼んだ．戦略的決定を扱うために，

事例研究の考え方をゲーミングに取り入れた．つまり，事例研究の「現実に企業で行われて

いる事例を記述して検討を加えて学習する」やり方と整合するように，反復学習可能な方法

を提案し，それを実現する「社長のジレンマ」ゲーミングを開発した．経営学の知識とし

て，主に経営品質の側面をゲーミングモデルに盛り込むことで，経営学の知識がないプレー

ヤーでも，一定の経営戦略の決定に必要なバランスのよい決定を疑似体験し語れるようにな

るという効果を得た．中野・寺野 (2006) は社長のジレンマを具体化し発展させて，アサヒ

ビールの新ビール開発のシナリオを組み込んで，中期的目標と事業構造の戦略的な整合性を

学習するための事例となるように「社長のジレンマ」を特化したゲーミングモデルを開発し

た．同時に，ビジネス教育における有効性指標の開発も試みた．下平・寺野，中野・寺野の

研究は，経営学の専門用語としての経営戦略について，特に，経営方針と事業推進の構造の
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開発に焦点を当てた学習を行うものであった． 

本論文の戦略命題ゲーミングは，経営戦略理論を学んだことがないプレーヤーの学習に資

することを目的とするのではなく，科学としての経営戦略論の命題群を積み上げていく方向

性を持つものである．そのための方法論的基盤は Popper (1957) の「社会科学における全称

命題の発見」と「反証による社会科学理論の発展」をねらうことである．それによって，同

時に，マネジャーにとっての有用な知識を得られる可能性がある． 

一方，下平・寺野，中野・寺野と同様に，本論文でもゲーミングによって生まれるシナリ

オを一種の事例とみなしている．戦略理論における事例の役割を論じた研究として

Eisenhardt (1989a)， Eisenhardt and Graebner (2007) がある．Eisenhardt (1989a) は，

広い意味での問題意識の定義から始めて，単独や複数の事例を使い，統計モデルや推論を使

いながら，新たな領域における洞察を与えるような理論構築の手順について述べている．

Eisenhardt and Graebner (2007) はケ事例を用いた「理論構築研究」に対する可能な批判

と，それらに対する考慮点を述べている．理論構築の際のリサーチ・クエスチョンの重要

性，事例を選ぶ際には特異で重要なものが望ましいこと，インタビューデータを自らの主張

に都合のいいようなバイアスをもって後知恵的に使わないように戒めること，結論や理論を

提示する際には細心の注意と工夫が必要なこと，といった考慮点である．Eisenhardtらが焦

点を当てているのは，新規的な現象に対して事例による経営戦略理論の構築に関する研究事

項であるが，ゲーミングを理論反証のための事例として用いる戦略命題ゲーミング方法論へ

の示唆となる部分もある．しかしながら，本論文が提案する方法論は，新たな理論を構築し

ようとすることではない．既存の戦略理論の中の（基本的で重要な）命題の反証をねらって

ゲーミングを用いてその命題を証明する事例を局所的に動学化してありえた状況についても

分析可能にし，結果として，戦略の理論という知識を全体として拡大していこうとするもの

である． 

以上のことから，本論文で提案した戦略命題ゲーミング手法は，多くのプラットフォーム

戦略論研究における一般命題のような言明の意味を豊富にし，その過程でそれらの言明の真

偽を確認する範囲を広げ，同時に，マネジャーにとって自社の状況にそうした一般的命題を

当てはめるときに，ゲーミングを事例としてもちいる方法として位置づけることができる． 

さらに，ゲーミングの結果だけにかぎらず，ゲーミングの結果を利用して仮想的な入力を

加えた一種の感度解析的なシミュレーションの結果を付加的に利用するという動学化も利用

できる．これによって，戦略命題の解釈空間を条件付きではあるが拡大し，戦略命題の分析



 

76 

 

や理論拡張の試みをおこない，また，実践的な含意を増やす試みを行うことができる． 

 

4.7 結論 

企業成長の仕組みとして注目される製品やサービスのプラットフォーム化について，

Cusumano，Eisenmannら，Teece，Evansらがプラットフォーム戦略論を提唱している．

本論文では，Cusumanoのプラットフォーム戦略論の基本的命題として，「プラットフォー

ム企業が成長するためには，プラットフォームの周りに出現しつつあるエコシステムに参加

する外部補完事業者が利益を得る市場が成長することが必要である．」という言明をとりあ

げ，その意味や命題使用時の条件を具体化する方法を提案した． 

基本的命題を詳細化して，相反することを主張する２つの命題を取り上げてそれぞれの成

立条件を検討するために，戦略命題ゲーミングによってインテルの PC市場への参入につい

て，相反する行動原理が主張される理由を分析した．その結果，補完製品市場の成長性につ

いてプラットフォーム企業が持つ見通しと参入のタイミング，外部補完事業者への製品技術

のオープン性保持による命題の詳細化が，その見かけ上の２つの命題をいずれも矛盾なく成

立させ，結果として基本命題を成立させる条件であることを示した．つまり，PC市場の成

長性が高く，かつ，外部補完事業者への技術情報をオープンにするという方針が，基本命題

を成立させるひとつの事例となることを示した．言い換えると，補完市場への参入による自

社製品の市場の成長を狙うことは，Gawer and Cusumano (2002) のレバー3として考慮さ

れる補完市場の成長性への見通しの確かさ，レバー2としての外部補完事業者への技術のオ

ープン化の程度という要因が大きな影響を持つことが隠されているのである．さらにまた，

ゲーミングを行ったプレーヤーによる戦略ゲーミング方法論から得られる知見に対するアン

ケートでもこの知見の妥当性が確認された． 

また，本論文では，上記のように戦略論の一般命題の真偽を定める方法論として Popper

の反証可能性に基づく考え方を実現するひとつの方法として，本論文で提唱する戦略命題ゲ

ーミング手法を用いた．戦略命題ゲーミングを用いたこれらの詳細化と具体化の在り方は，

人間によるゲーミングを通じて明らかになるものである．この意味で，戦略命題ゲーミング

によってプラットフォーム戦略の基本命題による戦略の説明を深めることができたといえ

る．さらに，Burgelmanが洞察として指摘している「強い直観力（と常に顧客のニーズを顧

客の言葉で理解すること）」の具体的な意味が，市場の成長性見通しと参入のタイミングであ
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ると解釈できる．これらのことから，本論文で提案した戦略命題ゲーミングという方法は，

戦略命題の科学化を高めると同時に，戦略の実践的な解釈や使用法のヒントとなる事例をマ

ネジャーに提供するものという２つの側面について，一定の有効性を持つといえる． 

本論文の限界として少なくとも次のことを指摘できる．まず，本論文の結果は，プラット

フォームを成功に導くための戦略吟味法としての決定打を提案したことにはならない．既存

の戦略理論で提唱される戦略命題の反証を目指すことで，戦略命題の解釈を広げ，適用可能

性を少し増すことで理論を発展させることができることを示したに過ぎないのである．さら

に，戦略命題ゲーミングの方法は，多くの主観的な要素を含む．第 4節で述べたように，基

本命題の設定や，反証のためのゲーミングモデルの構築，プレーヤーによるゲーミングの解

釈は，いずれも機械的には行うことができず，発見的である．どの程度まで客観性を保持で

きるかについては，別の基本命題を設定した研究などを通じて行う今後の研究課題とする． 

 

注 

(1) 一般命題は全称命題とも呼ばれ，すべての 𝑥 について成立することを主張するものであり，形式的に

は (∀𝑥)(𝑃(𝑥) → 𝑄(𝑥)) と書かれるものである． 

(2) 命題 Aは (∀𝑥)(𝑃(𝑥)^𝑅(𝑥) → 𝑄(𝑥)) であるが，表示を簡単にし，かつまぎれる恐れがないので，

(𝑃^𝑅 → 𝑄) と表している．命題 Aの否定は (∋ 𝑥)(𝑃(𝑥)^𝑄(𝑥)^𝑛𝑜𝑡𝑄(𝑥)) であるが ((𝑃^𝑅)^𝑛𝑜𝑡𝑄) と

書いている．同様に，命題 Bは (∀𝑥)(𝑃(𝑥)^𝑆(𝑥) → 𝑄(𝑥)) であるが (𝑃^𝑆 → 𝑄) としている． 
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第５章 総括 

本研究は，経営戦略分野においてゲーミングを適用する手法を確立することと，その手法

を応用することによって，既存の戦略理論や戦略命題を精緻化する手法としての可能性を評

価することを目的とした．戦略の動学化，仮想事例としてのモデリング，戦略命題の精緻化

を目的とした戦略命題ゲーミング手法の３つをリサーチ・クエスチョンとして設定し，それ

ぞれのリサーチ・クエスチョンの検証結果を第２章から第４章に示した． 

第２章では，ゲーミングとコンピュータ・シミュレーションを併用する手法の有効性につ

いて検証をおこなった．まず，ゲーミングを実行することによって，膨大な選択肢の中から

意味のある戦略を抽出した．次に，コンピュータ・シミュレーションを適用し，抽出された

戦略にしたがって条件を振った感度分析をおこなった．そして，その感度分析の結果から，

ゲーミングによって抽出された戦略の妥当性評価と，その戦略の詳細化を可能にした．新規

に提案する同手法によって，これまでは平衡状態の下でスタティックに評価されていた戦略

を動学化し，非平衡状態の下で動的に，その有効性を評価できることを示した．つまり，

RQ1に提示した経営戦略理論の動学化が，ゲーミングをもちいることによって一定の有効性

をもつことを示しているのである． 

ゲーミングは，人の意思決定のような，定量化が難しい要素を取り込んだシミュレーショ

ンを可能にする．それによって，複雑な構成をもつ全体事象から，その本質的な性質や挙動

についての洞察を得ることが可能となる．その一方で，大規模な実験や複雑な条件統制が困

難であるという課題や，対象とする事象全体に対して，ゲーミング参加者の個々の判断がど

のような影響を及ぼしたのかを分析することは難しいといった課題をもつ．補完的にコンピ

ュータ・シミュレーションを併用することによって，これらの課題を解決し，ゲーミングや

コンピュータ・シミュレーションを単独で用いた場合に比べて，より多くの情報が引き出せ

ることを示した． 

これまでに，ゲーミングは教育や学習のためのツールとして高く評価されており，多くの

研究がおこなわれている．経営理論やマネジメント理論を学ぶためのゲーミングも多く開発

されている．その一方で，経営戦略分野において，戦略の評価や策定のためにゲーミングを

活用しようとする研究は，それほど多くはない．それは主に，複雑な条件統制が困難である

ということが原因となっていると考えられる．つまり，ゲーミングの結果である出力を，入

力にたいして分析的に解釈することが難しいためである．本研究が提案する手法は，この課
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題に対して一定の解決策を与えるものであり，経営戦略の分野において，より積極的にゲー

ミングが活用できる可能性を示すものである． 

第３章では，プラットフォームの特徴である，ネットワーク効果と，プラットフォーム内

市場における企業間競争の２つについて，プラットフォーム企業と補完事業者の関係を分析

フレームワークとして採用した．Gawer and Cusumano (2002) が提案する４つのレバーを

外生変数として，プラットフォーム事業を一般化した基本概念モデルを提案した．このモデ

ルを基に，Palmの PDA事業を数理モデルとして設計し，Palmの戦略を再現することによ

って，同モデルが戦略の有効性にたいして一定の説明性を有することを示した．また，仮想

事例としてゲーミングモデルを設計することによって，OSS（オープンソース・ソフトウェ

ア）戦略のように実際には採用されることがなかった戦略についても，その可能性について

情報が得られることを示した．RQ2で提示した，仮想事例としてのゲーミングモデル設計

が，あらたな知見をもたらす可能性を示しており，ゲーミングを事例分析と並列して利用で

きる可能性を示すものである． 

第４章では，３章で示したプラットフォーム事業の基本概念モデルを用いて，インテルの

CPU事業を数理モデルとして設計し，その説明性を確認した．このモデルにたいし，２章で

提案したゲーミングとコンピュータ・シミュレーションを併用する，ゲーミング＆シミュレ

ーション手法を適用することによって，プラットフォーム事業における戦略命題を精緻化す

ることを試みた．そして，この戦略命題ゲーミング手法を用いることによって，戦略命題が

成立する条件をあきらかにし，戦略命題の科学化を高めると同時に，戦略の実践的な解釈や

使用法のヒントとなる事例を事業責任者に提供するものという２つの側面について，一定の

有効性を持つことを示した．これは，RQ3で提示した，ゲーミングを利用する命題の精緻化

が手法として有効性をもつことを示すものである． 

一方で，戦略命題ゲーミング手法の客観性に関する課題はいくつか残されている．戦略命

題の抽出やゲーミング結果の解釈などが多分に発見的であり，機械的にプロセスを進めるこ

とによって，誰もが同じ結果を得られるところまで，手法として洗練されていない．ゲーミ

ングという反証可能性をもつ手法を用いながら，結果の解釈の過程において反証可能性が毀

損される可能性が残されているのである．また，本研究ではプラットフォーム事業のみを対

象として戦略命題ゲーミング手法の有効性を検証したが，その他の事象についても同手法が

適用可能であるかどうかの検証はされていない．たとえば，製造事業者のサービタイゼーシ

ョンに関して，Oliva and Kallenberg (2003) は，産業設備をあつかう 11社を対象とした事
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例分析の結果から，製造事業にたいするサービタイゼーションの有効性を主張している．そ

の理由として，製品製造事業にたいするサービス事業のマージンの高さ，多様性，模倣困難

性といった３つの優位性をあげている．Oliva and Kallenberg (2003) は，「製造事業者が自

社の製品を基にサービタイゼーションを図ることは，製造事業者に競争優位をもたらす．」と

いう戦略命題を主張しているのである．このような戦略命題にたいして，戦略命題ゲーミン

グ手法を適用することによって，命題の精緻化という観点から同手法の有効性を検証するこ

とが，同手法の客観性を高めるとともに，一般性の拡張といった側面において今後の研究課

題である． 
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付録１ ゲーミングモデルの計算式 

1.1 市場規模予測（Mfor） 

市場規模予測は期初に設定され，期末の獲得利益を計算する起点となる．１期目の市場規

模予測は 1000に設定し，２期目以降は前期市場規模実績を当期市場規模予測として割り当

てる． 

 

1.2 市場規模倍率（MAG） 

市場規模予測に対して，実際の市場規模がどれだけ拡大もしくは縮小するかを決定する係

数で，４つの意思決定項目から計算する． 

  MAG = (0.075L1 + 0.825)(0.2L2 + 0.6)𝑓(𝐿3)(∑ 0.25𝐼 + 1) (1) 

 

※1：プラットフォーム企業の参入が最終製品事業を縮小させる場合 

L3 = 1のとき𝑓(𝐿3) = 0.85; L3 = 2 or 3のとき𝑓(𝐿3) = 1; L3 = 4のとき𝑓(𝐿3) = 1.15 

 ※2：プラットフォーム企業の参入が最終製品事業を拡大させる場合 

L3 = 1のとき𝑓(𝐿3) = 1.7; L3 = 2のとき𝑓(𝐿3) = 1; L3 = 3のとき𝑓(𝐿3) = 2; L3 = 4のと

き𝑓(𝐿3) = 1.15 

 

1.3 市場規模実績（Mact） 

市場規模実績は，意思決定項目によって定められた市場規模倍率（MAG）を市場規模予測

に乗じることによって決定し，次の計算式によって定義する． 

  M𝑎𝑐𝑡 = 𝑀𝑓𝑜𝑟 ∙ MAG (2) 

 

1.4 市場競争力（Ppl, Pc1, Pc2） 

コア技術（製品）を有するプラットフォーム企業に近い補完事業者ほど，本来保有する市

場競争力は高い．ライセンシーに対して，プラットフォーム企業による技術情報の開示度が

上がれば，補完事業者の競争力は上がる．プラットフォーム企業の市場競争力は一定とし，

ライセンシーである補完事業者の市場競争力は「製品化技術（L2）」の設定に応じて次の計
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算式によって定義する． 

「製品化技術（L2）」が[1]の場合 「製品化技術（L2）」が[2]の場合 「製品化技術（L2）」

が[3]の場合，それぞれ以下の計算式にしたがって市場競争力を計算する． 

 P𝑝𝑙 = 50.0(1 + 0.25𝐼𝑝) P𝑝𝑙 = 50.0(1 + 0.25𝐼𝑝) P𝑝𝑙 = 50.0(1 + 0.25𝐼𝑝)  (3) 

 P𝑐1 = 40.0(1 + 0.25𝐼𝑐1)   P𝑐1 = 40.0(1 + 0.25𝐼𝑐1)   P𝑐1 = 50.0(1 + 0.25𝐼𝑐1)  (4) 

 P𝑐2 = 30.0(1 + 0.25𝐼𝑐2)   P𝑐2 = 40.0(1 + 0.25𝐼𝑐2)   P𝑐2 = 40.0(1 + 0.25𝐼𝑐2) (5) 

 

1.5 補完事業者市場規模予測MCfor 

それぞれ補完事業者は，期初にコストを予算化しておくために，補完事業者市場規模の予

測を行う．プラットフォーム企業の競争力（Pp）と，補完事業者の競争力（Pci）の合計によ

って按分され，次の計算式によって定義する． 

  MC𝑓𝑜𝑟 = M𝑓𝑜𝑟

∑ 𝑃𝑐𝑖

𝑃𝑝 + ∑ 𝑃𝑐𝑖

 (6) 

 

1.6 プラットフォーム企業占有市場実績（MPLact） 

自社の専有技術によって他の事業者を排除し，プラットフォーム企業が専有する市場規模

は，プラットフォーム企業が定める「企業の範囲（L1）」によって決定し，次の計算式によ

って定義する． 

  MPL𝑎𝑐𝑡 = M𝑎𝑐𝑡(0.5 − 0.1L1) (7) 

 

1.7 補完事業者市場実績（MCact） 

補完事業者が参入する市場規模は，市場規模実績からプラットフォーム企業専有市場を減

ずることにより決定し，次の計算式によって定義する． 

  MC𝑎𝑐𝑡 = M𝑎𝑐𝑡 − MPL𝑎𝑐𝑡 (8) 

 

1.8 補完事業者市場における売上（SALE_Cpl, SALE_Ccn） 

各補完事業者が獲得する市場は，市場競争力に応じて按分される．また，プラットフォー

ム企業が補完事業者市場に参入するかどうかによっても影響を受ける．「外部補完事業者との
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関係（L3）」の設定により，３つの場合に分けて補完事業者市場を次の計算式によって定義

する． 

（1）「外部補完事業者との関係（L3）」が[1]の場合 

プラットフォーム企業はすべての補完事業者の事業領域に参入し，補完事業者と競合す

る．各事業領域でプラットフォーム企業と補完事業者が競争力に応じて市場を按分する． 

  SALE_C𝑝𝑙 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

(
P𝑝𝑙𝑃𝑐1

P𝑝𝑙 + P𝑐1

+
P𝑝𝑙𝑃𝑐2

P𝑝𝑙 + P𝑐2

) (9) 

  SALE_C𝑐𝑛 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐𝑛 (1 −
P𝑝𝑙

P𝑝𝑙 + P𝑐𝑛

) (10) 

 

（2）「外部補完事業者との関係（L3）」が[2]の場合 

プラットフォーム企業は補完事業者１の事業領域に参入し，補完事業者と競合する．補完

事業者１の事業領域でプラットフォーム企業と補完事業者が競争力に応じて市場を按分す

る． 

  SALE_C𝑝𝑙 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐𝑛 (1 −
P𝑝𝑙

P𝑝𝑙 + P𝑐𝑛

) (11) 

  SALE_C𝑐1 = SALE_C𝑐1 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐1 (1 −
P𝑝𝑙

P𝑝𝑙 + P𝑐1

)   (12) 

  SALE_C𝑐2 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐2 (13) 

 

（3）「外部補完事業者との関係（L3）」が[3]の場合 

プラットフォーム企業は補完事業者２の事業領域に参入し，補完事業者と競合する．補完

事業者２の事業領域でプラットフォーム企業と補完事業者が競争力に応じて市場を按分す

る． 

  SALE_C𝑝𝑙 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐𝑛 (1 −
P𝑝𝑙

P𝑝𝑙 + P𝑐𝑛

) (14) 

  SALE_C𝑐1 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐1 (15) 
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  SALE_C𝑐2 = SALE_C𝑐2 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐2 (1 −
P𝑝𝑙

P𝑝𝑙 + P𝑐2

)   (16) 

 

（4）「外部補完事業者との関係（L3）」が[4]の場合 

プラットフォーム企業は補完事業者の事業領域には参入しない． 

 

  SALE_C𝑝𝑙 = 0 (17) 

  SALE_C𝑐𝑛 =
MC𝑎𝑐𝑡

∑ P𝑐𝑖

P𝑐𝑛 (18) 

 

1.9 売上実績（SALEpl, SALEcn） 

プラットフォーム企業の売上実績は，占有市場の売上と補完事業者市場の売上の合計とし

て計算される．補完事業者の売上実績は，補完事業者市場の売上のみとなる．売上実績を次

の計算式によって定義する． 

  SALE𝑝𝑙 = MPL𝑎𝑐𝑡 + SALE_C𝑝𝑙 (19) 

  SALE𝑐𝑛 = SALE_C𝑐𝑛 (20) 

 

1.10 コスト実績（COSTpl, COSTcn） 

プラットフォーム企業のコスト実績は，売上実績の 40%に市場規模の予実比を乗じたもの

とし，次の計算式によって定義する． 

  COST𝑝𝑙 = 0.4 ∙
M𝑎𝑐𝑡

M𝑓𝑜𝑟

𝑆𝐴𝐿𝐸𝑝𝑙 (21) 

  

補完事業者の場合，事業計画として想定した想定市場規模の 40%を業界コストとする．市

場規模実績が市場規模予測を超えた場合，コスト実績は市場規模実績の 40%とする．コスト

実績を次の計算式によって定義する． 

（1）市場規模予測（Mfor）＞市場規模実績（Mact）の場合 

  COST𝑐𝑛 = 0.4 ∙ MC𝑓𝑜𝑟

P𝑐𝑛

P𝑝𝑙 + ∑ P𝑐𝑖

 (22) 
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（2）市場規模予測（Mfor）＜市場規模実績（Mact）の場合 

  COST𝑐𝑛 = 0.4 ∙ MC𝑎𝑐𝑡

P𝑐𝑛

P𝑝𝑙 + ∑ P𝑐𝑖

 (23) 

 

1.11 プラットフォーム維持コスト（COSTpf） 

プラットフォームを維持するためには，技術情報の整備やライセンス，各種調整活動など

のコストが発生し，プラットフォーム企業がすべて負担する．市場規模実績の 20%をプラッ

トフォーム維持コストであるとし，次の計算式で定義する． 

  COST𝑝𝑓 = 0.2𝑀𝑎𝑐𝑡 (24) 

 

1.12 獲得利益（PLOFpl, PLOFcn） 

売上実績からコスト実績とプラットフォーム維持コストを除いたものを獲得利益とし，次

の計算式で定義する． 

  PLOF𝑝𝑙 = SALE𝑝𝑙 − COST𝑝𝑙 − COST𝑝𝑓 (25) 

  PLOF𝑐𝑛 = SALE𝑐𝑛 − COST𝑐𝑛 (26) 
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付録２ PC本体販売価格に占めるMPU販売価格調査 

 

表2 PCおよびMPUのリテール価格一覧 

  

（出典：2016年2月9日 Amazon web site検索結果より著者作成） 

 

インテルが供給する Core-i3，Core-i5，Core-i7の３つのMPU製品群について，それぞ

れの製品群が最終製品（PC）に占める価格の平均割合は以下のとおりである． 

 

Core-i3：28.8% Core-i5：28.6% Core-i7：27.8%  

 

性能が高いMPUを採用する PCは，メモリ容量やハードディスクドライブ容量は大きく

なり，グラフィック･ボードなども高性能･高価格な製品を採用することが多くなる．その結

果，Core-i3よりは Core-i5，そして Core-i7と，PC販売価格に占めるMPUの価格の比率

は低下している．しかし，いずれのMPU群も製品価格の 30%近くをMPUが占めており，

インテルが占有する市場は全体市場の 30%弱を占めていることを示している．  
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付録３ 戦略命題ゲーミングモデル ＜ソースコード＞ 

# 

# ゲームの規模 

# 

def max-team 3 

def max-round 11 

# 

# 入力変数と入力ページ 

# 

ipage level 意思決定の入力 

 <P>●採用する『レバー設定』を選択してください。<//P> 

ivar 自社製品の価値 radio 2 1 [1]製品価値の 40% 2 [2]製品価値の 30% 3 [3]製品価値の 20% 

ivar 技術情報ライセンス radio 3 1 [1]全ての補完事業者に有償提供 2 [2]隣接補完事業者Ｃ１のみ有償提供   3 

[3]全ての補完事業者に無償提供 

ivar 事業参入領域 radio 2 1 [1]全ての補完事業者と競合  2 [2]隣接補完事業者Ｃ１のみと競合 3 [3]補完事業者

Ｃ２のみと競合 4 [4]補完事業者市場に参入せず 

ivar 事業開発費 range 0 400 0 

# 

# パラメーター 

# 

svar 企業の範囲 

svar 製品化技術 

svar 補完事業者との関係 

tvar 開発投資 

tvar 市場規模予測 

tvar 市場規模実績 1000 

tvar 市場規模予実比 

tvar 補完事業者関係係数 

tvar プラットフォーム・リーダー開発投資 

tvar 補完事業者Ｃ１開発投資 

tvar 補完事業者Ｃ１１開発投資 

tvar 補完事業者Ｃ１２開発投資 

tvar 補完事業者Ｃ２開発投資 

tvar 補完事業者Ｃ２１開発投資 

tvar 補完事業者Ｃ２２開発投資 

tvar プラットフォーム・リーダー占有市場 

tvar 補完事業者市場予測 

tvar 補完事業者市場実績 

tvar プラットフォーム・リーダー競争力 
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tvar 補完事業者Ｃ１１競争力 

tvar 補完事業者Ｃ１２競争力 

tvar 補完事業者Ｃ２１競争力 

tvar 補完事業者Ｃ２２競争力 

tvar 補完事業者競争力合計 

tvar プラットフォーム・リーダー売上 

tvar 補完事業者Ｃ１売上 

tvar 補完事業者Ｃ１１売上 

tvar 補完事業者Ｃ１２売上 

tvar 補完事業者Ｃ２売上 

tvar 補完事業者Ｃ２１売上 

tvar 補完事業者Ｃ２２売上 

tvar 売上 

tvar プラットフォーム・リーダーコスト 

tvar 補完事業者Ｃ１コスト 

tvar 補完事業者Ｃ１１コスト 

tvar 補完事業者Ｃ１２コスト 

tvar 補完事業者Ｃ２コスト 

tvar 補完事業者Ｃ２１コスト 

tvar 補完事業者Ｃ２２コスト 

tvar コスト 

tvar プラットフォーム・リーダー獲得利益 0 

tvar 補完事業者Ｃ１獲得利益 0 

tvar 補完事業者Ｃ１１獲得利益 0 

tvar 補完事業者Ｃ１２獲得利益 0 

tvar 補完事業者Ｃ２獲得利益 0 

tvar 補完事業者Ｃ２１獲得利益 0 

tvar 補完事業者Ｃ２２獲得利益 0 

tvar 獲得利益 0 

tvar 累積獲得利益 0 

tvar プラットフォーム維持コスト 

# 

# レバー設定 

# 

tlet 企業の範囲 = getv(自社製品の価値, 3, 0, -1) 

tlet 製品化技術 = getv(技術情報ライセンス, 3, 0, -1) 

tlet 補完事業者との関係 = getv(事業参入領域, 3, 0, -1) 

# 

# 開発投資 

# 
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tlet 開発投資 = 事業開発費 

tlet プラットフォーム・リーダー開発投資 = getv(開発投資, 3, 0, -1) 

tlet 補完事業者Ｃ１開発投資 = getv(開発投資, 1, 0, -1) 

tlet 補完事業者Ｃ２開発投資 = getv(開発投資, 2, 0, -1) 

tlet 補完事業者Ｃ１１開発投資 = 補完事業者Ｃ１開発投資 * 0.5 

tlet 補完事業者Ｃ１２開発投資 = 補完事業者Ｃ１開発投資 * 0.5 

tlet 補完事業者Ｃ２１開発投資 = 補完事業者Ｃ２開発投資 * 0.5 

tlet 補完事業者Ｃ２２開発投資 = 補完事業者Ｃ２開発投資 * 0.5 

# 

# 内生変数の設定 

# 

tlet if(ラウンド = 1){市場規模予測 = 1000}else{市場規模予測 = 市場規模実績@1} 

tlet 補完事業者関係係数 = 補完事業者との関係 * 0.1 + 0.75 

tlet if(補完事業者との関係 = 2){補完事業者関係係数 = 1} 

tlet if(補完事業者との関係 = 3){補完事業者関係係数 = 1} 

tlet 市場規模実績 = 市場規模予測 * (企業の範囲 * 0.075 + 0.825) * (製品化技術 * 0.2 + 0.6) * 補完事業者関係

係数 * (プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.00025 * 1000 / 市場規模実績@1 + 1) * (補完事業者Ｃ１開発

投資 * 0.00025 * 1000 / 市場規模実績@1 + 1) * (補完事業者Ｃ１開発投資 * 0.00025 * 1000 / 市場規模実績@1 + 

1) * (補完事業者Ｃ２開発投資 * 0.00025 * 1000 / 市場規模実績@1 + 1) * (補完事業者Ｃ２開発投資 * 0.00025 * 

1000 / 市場規模実績@1 + 1) 

tlet 市場規模予実比 = 市場規模実績 / 市場規模予測 

tlet プラットフォーム・リーダー占有市場 = 市場規模実績 * (0.5 - 企業の範囲 * 0.1) 

tlet 補完事業者Ｃ１１競争力 = 45 

tlet 補完事業者Ｃ１２競争力 = 42.5 

tlet 補完事業者Ｃ２１競争力 = 35 

tlet 補完事業者Ｃ２２競争力 = 30 

tlet プラットフォーム・リーダー競争力 = 50 

tlet if(製品化技術 = 2){補完事業者Ｃ２１競争力 = 40} 

tlet if(製品化技術 = 2){補完事業者Ｃ２２競争力 = 35} 

tlet if(製品化技術 = 3){補完事業者Ｃ１１競争力 = 50} 

tlet if(製品化技術 = 3){補完事業者Ｃ１２競争力 = 47.5} 

tlet if(製品化技術 = 3){補完事業者Ｃ２１競争力 = 40} 

tlet if(製品化技術 = 3){補完事業者Ｃ２２競争力 = 35} 

tlet 補完事業者Ｃ１１競争力 = 補完事業者Ｃ１１競争力 + 補完事業者Ｃ１１開発投資 * 0.25 

tlet 補完事業者Ｃ１２競争力 = 補完事業者Ｃ１２競争力 + 補完事業者Ｃ１２開発投資 * 0.25 

tlet 補完事業者Ｃ２１競争力 = 補完事業者Ｃ２１競争力 + 補完事業者Ｃ２１開発投資 * 0.25 

tlet 補完事業者Ｃ２２競争力 = 補完事業者Ｃ２２競争力 + 補完事業者Ｃ２２開発投資 * 0.25 

tlet プラットフォーム・リーダー競争力 = プラットフォーム・リーダー競争力 + プラットフォーム・リーダー

開発投資 * 0.25 

# 
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tlet 補完事業者競争力合計 = 補完事業者Ｃ１１競争力 + 補完事業者Ｃ１２競争力 + 補完事業者Ｃ２１競争力 

+ 補完事業者Ｃ２２競争力 

tlet 補完事業者市場予測 = 市場規模予測 * 補完事業者競争力合計 / (プラットフォーム・リーダー競争力 + 補

完事業者競争力合計) 

tlet 補完事業者市場実績 = 市場規模実績 - プラットフォーム・リーダー占有市場 

# 

tlet プラットフォーム・リーダー売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１１競争力 / 補完事業者競争力

合計 * (50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 

0.125) + 補完事業者Ｃ１１競争力) + 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１２競争力 / 補完事業者競争力合計 

* (50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) 

+ 補完事業者Ｃ１２競争力) + 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２１競争力 / 補完事業者競争力合計 * (50 + 

プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 補完

事業者Ｃ２１競争力) + 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２２競争力 / 補完事業者競争力合計 * (50 + プラ

ットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 補完事業

者Ｃ２２競争力) + プラットフォーム・リーダー占有市場 

tlet 補完事業者Ｃ１１売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１１競争力 / 補完事業者競争力合計 * (1 - 

(50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 

補完事業者Ｃ１１競争力)) 

tlet 補完事業者Ｃ１２売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１２競争力 / 補完事業者競争力合計 * (1 - 

(50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 

補完事業者Ｃ１２競争力)) 

tlet 補完事業者Ｃ２１売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２１競争力 / 補完事業者競争力合計 * (1 - 

(50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 

補完事業者Ｃ２１競争力)) 

tlet 補完事業者Ｃ２２売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２２競争力 / 補完事業者競争力合計 * (1 - 

(50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 

補完事業者Ｃ２２競争力)) 

# 

tlet if(補完事業者との関係 = 2){プラットフォーム・リーダー売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１１

競争力 / 補完事業者競争力合計 * (50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォ

ーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 補完事業者Ｃ１１競争力) + 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１２競争

力 / 補完事業者競争力合計 * (50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォー

ム・リーダー開発投資 * 0.125) + 補完事業者Ｃ１２競争力) + プラットフォーム・リーダー占有市場} 

tlet if(補完事業者との関係 = 2){補完事業者Ｃ２１売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２１競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

tlet if(補完事業者との関係 = 2){補完事業者Ｃ２２売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２２競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

tlet if(補完事業者との関係 = 3){プラットフォーム・リーダー売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２１

競争力 / 補完事業者競争力合計 * (50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォ

ーム・リーダー開発投資 * 0.125) + 補完事業者Ｃ２１競争力) + 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２２競争
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力 / 補完事業者競争力合計 * (50 + プラットフォーム・リーダー開発投資 * 0.125) / ((50 + プラットフォー

ム・リーダー開発投資 * 0.125) + 補完事業者Ｃ２２競争力) + プラットフォーム・リーダー占有市場} 

tlet if(補完事業者との関係 = 3){補完事業者Ｃ１１売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１１競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

tlet if(補完事業者との関係 = 3){補完事業者Ｃ１２売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１２競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

tlet if(補完事業者との関係 = 4){プラットフォーム・リーダー売上 = プラットフォーム・リーダー占有市場} 

tlet if(補完事業者との関係 = 4){補完事業者Ｃ１１売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１１競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

tlet if(補完事業者との関係 = 4){補完事業者Ｃ１２売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ１２競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

tlet if(補完事業者との関係 = 4){補完事業者Ｃ２１売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２１競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

tlet if(補完事業者との関係 = 4){補完事業者Ｃ２２売上 = 補完事業者市場実績 * 補完事業者Ｃ２２競争力 / 補

完事業者競争力合計} 

# 

tlet 補完事業者Ｃ１売上 = 補完事業者Ｃ１１売上 + 補完事業者Ｃ１２売上 

tlet 補完事業者Ｃ２売上 = 補完事業者Ｃ２１売上 + 補完事業者Ｃ２２売上 

tlet if(チーム = 1){売上 = 補完事業者Ｃ１売上} 

tlet if(チーム = 2){売上 = 補完事業者Ｃ２売上} 

tlet if(チーム = 3){売上 = プラットフォーム・リーダー売上} 

# 

tlet プラットフォーム維持コスト = 市場規模実績 * 0.2 

# 

tlet プラットフォーム・リーダーコスト = 売上 * 0.4 * 市場規模予実比 + プラットフォーム・リーダー開発投

資 + プラットフォーム維持コスト 

tlet 補完事業者Ｃ１１コスト = 補完事業者市場予測 * 補完事業者Ｃ１１競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 

+ 補完事業者Ｃ１１開発投資 

tlet 補完事業者Ｃ１２コスト = 補完事業者市場予測 * 補完事業者Ｃ１２競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 

+ 補完事業者Ｃ１２開発投資 

tlet 補完事業者Ｃ２１コスト = 補完事業者市場予測 * 補完事業者Ｃ２１競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 

+ 補完事業者Ｃ２１開発投資 

tlet 補完事業者Ｃ２２コスト = 補完事業者市場予測 * 補完事業者Ｃ２２競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 

+ 補完事業者Ｃ２２開発投資 

# 

tlet if(補完事業者市場予測 < 補完事業者市場実績){補完事業者Ｃ１１コスト = 補完事業者市場実績 * 補完事業

者Ｃ１１競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 + 補完事業者Ｃ１１開発投資} 

tlet if(補完事業者市場予測 < 補完事業者市場実績){補完事業者Ｃ１２コスト = 補完事業者市場実績 * 補完事業

者Ｃ１２競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 + 補完事業者Ｃ１２開発投資} 

tlet if(補完事業者市場予測 < 補完事業者市場実績){補完事業者Ｃ２１コスト = 補完事業者市場実績 * 補完事業
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者Ｃ２１競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 + 補完事業者Ｃ２１開発投資} 

tlet if(補完事業者市場予測 < 補完事業者市場実績){補完事業者Ｃ２２コスト = 補完事業者市場実績 * 補完事業

者Ｃ２２競争力 / 補完事業者競争力合計 * 0.4 + 補完事業者Ｃ２２開発投資} 

# 

tlet 補完事業者Ｃ１コスト = 補完事業者Ｃ１１コスト + 補完事業者Ｃ１２コスト 

tlet 補完事業者Ｃ２コスト = 補完事業者Ｃ２１コスト + 補完事業者Ｃ２２コスト 

tlet if(チーム = 1){コスト = 補完事業者Ｃ１コスト} 

tlet if(チーム = 2){コスト = 補完事業者Ｃ２コスト} 

tlet if(チーム = 3){コスト = プラットフォーム・リーダーコスト} 

# 

tlet プラットフォーム・リーダー獲得利益 = プラットフォーム・リーダー売上 - プラットフォーム・リーダー

コスト 

tlet 補完事業者Ｃ１１獲得利益 = 補完事業者Ｃ１１売上 - 補完事業者Ｃ１１コスト 

tlet 補完事業者Ｃ１２獲得利益 = 補完事業者Ｃ１２売上 - 補完事業者Ｃ１２コスト 

tlet 補完事業者Ｃ２１獲得利益 = 補完事業者Ｃ２１売上 - 補完事業者Ｃ２１コスト 

tlet 補完事業者Ｃ２２獲得利益 = 補完事業者Ｃ２２売上 - 補完事業者Ｃ２２コスト 

# 

tlet 補完事業者Ｃ１獲得利益 = 補完事業者Ｃ１１獲得利益 + 補完事業者Ｃ１２獲得利益 

tlet 補完事業者Ｃ２獲得利益 = 補完事業者Ｃ２１獲得利益 + 補完事業者Ｃ２２獲得利益 

tlet if(チーム = 1){獲得利益 = 補完事業者Ｃ１獲得利益} 

tlet if(チーム = 2){獲得利益 = 補完事業者Ｃ２獲得利益} 

tlet if(チーム = 3){獲得利益 = プラットフォーム・リーダー獲得利益} 

# 

tlet 累積獲得利益 = 累積獲得利益@1 + 獲得利益 

# 

# 出力指定 

# 

ooption fmt %1.1c 

opage market 業績レポート teamspec 

  <H1>今期実績（共通情報）</H1> 

  <P>第${ラウンド}期</P> 

begintable 

out rounds 

out rounds-vars 企業の範囲 製品化技術 補完事業者との関係 開発投資 

endtable 

# 

begintable 

out rounds 

out rounds-vars 市場規模実績 売上 コスト 獲得利益 累積獲得利益 

endtable 
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# 

opage allvround 全変数ラウンド横断 control 

 <H1>チーム${チーム}: 全変数ラウンド横断</H1> 

begintable 

out rounds 

out rounds-allvars 

endtable 




